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特別記事：平成二四年度慶應法学会シンポジウム　国際貿易の将来と外交
　

一　

は
じ
め
に

　

現
在
、
日
本
国
内
で
は
、
環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

（T
rans-Pacific Partnership, T

PP
）
協
定
の
締
結
交
渉
に
参

加
す
べ
き
か
否
か
が
大
き
な
政
治
的
・
経
済
的
問
題
と
な
っ
て

い
る
。
今
の
と
こ
ろ
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
の
締
結
交
渉
に
参
加
し
て

い
る
国
は
、
環
太
平
洋
戦
略
的
経
済
連
携
協
定
（T

rans-
Pacific Strategic E

conom
ic Partnership A

greem
ent, 

T
PSEPA

）
の
締
約
国
で
あ
る
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、
ブ
ル
ネ
イ
、

チ
リ
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
の
四
カ
国
に
、
米
国
、
オ
ー
ス
ト

ラ
リ
ア
、
マ
レ
ー
シ
ア
、
ベ
ト
ナ
ム
、
ペ
ル
ー
、
カ
ナ
ダ
及
び

メ
キ
シ
コ
の
七
カ
国
を
加
え
た
一
一
カ
国
で
あ
る
。
現
在
の
民

主
党
政
権
は
、
政
府
与
党
内
の
対
立
も
あ
っ
て
、
こ
の
交
渉
に

直
ち
に
参
加
す
る
の
で
は
な
く
、
そ
の
参
加
に
向
け
て
関
係
諸

国
と
事
前
協
議
を
行
っ
て
い
る
段
階
で
あ
る（（
（

。

　

こ
う
し
た
協
定
は
、
一
般
に
「
地
域
的
貿
易
協
定
」

（Regional T
rade A

greem
ent, RT

A

）
と
呼
ば
れ
て
い
る
が
、

締
約
国
間
で
特
恵
待
遇
を
相
互
に
供
与
す
る
点
に
着
目
し
て
特

恵
的
貿
易
協
定
（Preferential T

rade A
greem

ent, PT
A

）

と
呼
称
さ
れ
る
場
合
も
あ
る
。
ち
な
み
に
、
二
〇
一
一
年
の
世

界
貿
易
報
告
書
は
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
用
語
が
広
く
世
界
的
に
使
用
さ

れ
て
い
る
事
実
を
認
め
つ
つ
も
、
そ
れ
ら
の
中
に
は
締
約
国
が

単
一
地
域
を
越
え
る
も
の
が
存
在
す
る
と
い
う
理
由
で
、
Ｐ
Ｔ

Ａ
の
用
語
を
採
用
し
て
い
る（（
（

。
Ｐ
Ｔ
Ａ
の
表
記
に
は
、
多
角
的

な
最
恵
国
待
遇
（
Ｍ
Ｆ
Ｎ
）
で
は
な
く
、
締
約
国
相
互
間
で
の

特
恵
待
遇
の
許
与
を
強
調
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
い
う
利
点
が

あ
る
一
方
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
に
は
、
普
遍
的
な
Ｗ
Ｔ
Ｏ
レ
ジ
ー
ム
に
対

す
る
地
域
的
な
貿
易
レ
ジ
ー
ム
と
い
う
側
面
を
端
的
に
表
現
す

る
こ
と
が
で
き
る
利
点
が
あ
る
。
本
稿
に
お
い
て
は
、
現
時
点

Ｗ
Ｔ
Ｏ
体
制
に
お
け
る
地
域
主
義

愛
知
県
立
大
学
学
長　

高
島
忠
義

報
告
三
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に
お
い
て
、
国
際
的
通
用
性
の
よ
り

0

0

高
い
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
用
語
を
使

用
す
る
。

　

旧
ガ
ッ
ト
時
代
に
お
け
る
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
通
報
数
は
僅
か
一
二
三

件
に
と
ど
ま
っ
て
い
た
が
、
一
九
九
二
年
以
降
、
そ
の
数
は
急

増
し
て
お
り
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
設
立
後
に
通
報
さ
れ
た
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
総
数

は
五
一
一
件
に
も
上
っ
て
い
る
（
二
〇
一
二
年
一
月
一
五
日
の
時

点
）（

（
（

。
ま
た
、
近
年
は
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
対
象
範
囲
も
次
第
に
拡
大

し
て
お
り
、
旧
ガ
ッ
ト
時
代
の
モ
ノ
の
貿
易
に
加
え
て
、
サ
ー

ビ
ス
や
知
的
財
産
な
ど
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
新
規
分
野
を
対
象
と
し
た
協

定
、
更
に
は
投
資
、
環
境
、
競
争
政
策
な
ど
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
対
象
範

囲
を
越
え
る
「
新
世
代
の
Ｒ
Ｔ
Ａ
」
又
は
「
Ｗ
Ｔ
Ｏ
プ
ラ
ス
」

と
呼
ば
れ
る
も
の
さ
え
、
散
見
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

　

Ｒ
Ｔ
Ａ
の
急
増
と
多
様
化
（
深
化
）
は
、
停
滞
し
た
Ｗ
Ｔ
Ｏ

の
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
を
補
完
し
た
り
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
非
対
象
分
野
の

自
由
化
を
進
め
る
手
段
と
し
て
の
有
用
性
を
も
つ
半
面
、
経
済

的
ブ
ロ
ッ
ク
化
の
恐
れ
や
Ｗ
Ｔ
Ｏ
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
の
よ
り

0

0

一
層

の
遅
延
と
い
っ
た
問
題
点
も
内
在
し
て
い
る
。
ま
た
、
国
際
貿

易
法
の
視
点
か
ら
見
る
と
、
締
約
国
と
非
締
約
国
間
の
差
別
待

遇
を
伴
う
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
増
加
は
、
ガ
ッ
ト
・
Ｗ
Ｔ
Ｏ
体
制
の
根
幹

を
成
す
多
角
的
な
Ｍ
Ｆ
Ｎ
原
則
（
加
盟
国
間
の
無
差
別
待
遇
）

を
動
揺
さ
せ
る
こ
と
に
な
る
。
本
稿
は
、
前
者
の
経
済
的
側
面

も
考
慮
に
入
れ
つ
つ
後
者
の
法
的
問
題
に
取
り
組
む
も
の
で
、

Ｒ
Ｔ
Ａ
急
増
の
背
景
分
析
と
そ
の
類
型
化
を
試
み
た
後
、
旧

ガ
ッ
ト
と
Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
お
け
る
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
位
置
付
け
、
さ
ら
に
は

Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
事
例
研
究
を
踏
ま
え
て
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
と
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
「
統

合
」（coherence

）
の
可
能
性
を
探
っ
て
み
た
い
と
思
う
。

                 

　

二　
　

Ｒ
Ｔ
Ａ
の
急
増
と
多
様
化

　

Ｒ
Ｔ
Ａ
は
、
近
年
、
そ
の
締
結
数
が
増
加
し
て
い
る
だ
け
で

な
く
、
内
容
的
に
も
非
常
に
多
様
化
し
つ
つ
あ
る
。
こ
こ
で
は
、

Ｒ
Ｔ
Ａ
急
増
の
背
景
を
探
る
と
共
に
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
従
来
の
分
類

方
法
が
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
多
様
化
に
対
し
て
十
分
に
対
応
可
能
な
も
の

で
あ
る
か
ど
う
か
を
検
証
す
る
。

　　

１　

Ｒ
Ｔ
Ａ
急
増
の
背
景

　

一
九
九
二
年
以
降
に
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
数
が
急
増
し
は
じ
め
、
現
在

で
は
、
世
界
中
に
張
り
巡
ら
さ
れ
た
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

が
「
ス
パ
ゲ
テ
ィ
・
ボ
ー
ル
」（spaghetti bow

ls

）
シ
ン
ド

ロ
ー
ム
と
揶
揄
さ
れ
る
ま
で
に
な
っ
て
い
る
。
そ
の
背
景
に
は

さ
ま
ざ
ま
な
事
情
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
て
い
る
が
、
こ
こ
で
は
、

そ
の
主
要
な
要
因
を
四
点
ほ
ど
挙
げ
て
お
く
こ
と
に
す
る
。

　

そ
の
第
一
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
意
思
決
定
が
非
常
に
「
重
く
」
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な
っ
て
お
り
、
ド
ー
ハ
・
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
が
行
き
詰
ま
り
を
見

せ
て
い
る
こ
と
で
あ
る（（
（

。
Ｗ
Ｔ
Ｏ
設
立
以
降
に
多
数
の
発
展
途

上
国
が
加
盟
し
た
た
め
に
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
お
い
て
コ
ン
セ
ン
サ
ス

を
得
る
こ
と
が
次
第
に
困
難
に
な
っ
て
お
り
、
同
ラ
ウ
ン
ド
交

渉
で
は
農
産
物
と
鉱
工
業
品
の
貿
易
自
由
化
を
巡
っ
て
先
進
国

と
発
展
途
上
国
と
が
鋭
く
対
立
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ

の
対
象
分
野
が
知
的
所
有
権
や
サ
ー
ビ
ス
な
ど
に
ま
で
拡
大
し

た
こ
と
も
、
加
盟
国
間
の
利
害
関
係
を
複
雑
化
し
、
同
ラ
ウ
ン

ド
交
渉
が
困
難
を
極
め
る
一
因
と
な
っ
て
い
る
。

　

第
二
は
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
「
ド
ミ
ノ
効
果
」
と
呼
称
さ
れ
る
現
象

で
あ
る（（
（

。
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
締
結
に
よ
り
、
非
締
約
国
は
、
そ
の
反
射

的
不
利
益
を
回
避
す
る
た
め
に
当
該
Ｒ
Ｔ
Ａ
に
参
加
す
る
か
又

は
新
た
な
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
締
結
に
踏
み
切
る
か
の
選
択
を
迫
ら
れ
る

こ
と
に
な
る
。
実
際
、
日
本
は
、
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
設
立
に
伴
う
投

資
上
の
差
別
的
不
利
益
を
回
避
す
る
た
め
に
、
メ
キ
シ
コ
と
の

間
で
Ｒ
Ｔ
Ａ
を
締
結
せ
ざ
る
を
得
な
い
情
況
に
陥
っ
た
。
こ
う

し
た
経
験
を
踏
ま
え
て
、
包
括
的
経
済
連
携
に
関
す
る
閣
僚
委

員
会
は
、「
今
後
の
経
済
連
携
協
定
の
推
進
に
つ
い
て
の
基
本

方
針
」（
二
〇
一
〇
年
）
の
中
で
、
ド
ー
ハ
・
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
の

行
方
が
不
透
明
な
中
で
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
形
成
さ
れ

つ
つ
あ
る
状
況
に
対
処
す
る
た
め
に
、
日
本
も
他
国
と
の
「
高

い
レ
ベ
ル
の
経
済
連
携
」
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
こ
と
を
強

調
し
て
い
る
。

　

第
三
に
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
は
、
Ｅ
Ｕ
の
よ
う
な
政
治
統
合
ま
で
目
指

し
て
い
な
く
て
も
、
た
い
て
い
の
場
合
、
一
定
の
政
治
的
意
図

を
内
包
し
て
い
る（（
（

。
近
年
、
ラ
テ
ン
・
ア
メ
リ
カ
、
ア
ジ
ア
及

び
ア
フ
リ
カ
の
各
地
域
に
お
い
て
発
展
途
上
国
間
の
Ｒ
Ｔ
Ａ
が

増
加
し
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
は
、
地
域
・
小
地
域
内
の
連
帯
強

化
を
目
指
し
た
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
日
本
が
Ｔ
Ｐ
Ｐ
参
加
準

備
協
議
と
並
行
し
て
、
日
中
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
構
想
、
東
ア
ジ
ア
自
由

貿
易
圏
構
想
（
Ｅ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
＝
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
＋
３
）
さ
ら
に
東
ア

ジ
ア
包
括
的
経
済
連
携
構
想
（
Ｃ
Ｅ
Ｐ
Ｅ
Ａ
＝
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
＋

６
）
を
掲
げ
て
い
る
の
は
、
日
本
政
府
が
米
国
、
中
国
及
び
ア

ジ
ア
諸
国
と
の
政
治
的
関
係
の
バ
ラ
ン
ス
を
考
慮
し
て
の
こ
と

で
あ
る
。
こ
う
し
た
政
治
的
含
意
が
強
い
場
合
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
は
、

貿
易
分
野
と
い
う
ロ
ー
・
ポ
リ
テ
ィ
ッ
ク
ス
の
領
域
か
ら
「
ハ

イ
・
ポ
リ
テ
ィ
ッ
ク
ス
」
の
そ
れ
へ
と
昇
華
す
る
。

　

最
後
は
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
に
特
有
の
柔
軟
性
で
あ
る
。
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
ラ

ウ
ン
ド
交
渉
で
は
、
全
加
盟
国
の
コ
ン
セ
ン
サ
ス
が
必
要
と
さ

れ
る
た
め
に
、
各
加
盟
国
の
個
別
事
情
を
考
慮
し
た
柔
軟
な
貿

易
ル
ー
ル
を
作
成
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
と
こ
ろ
が
、
Ｒ
Ｔ

Ａ
の
締
約
国
は
、
相
手
国
と
の
交
渉
次
第
で
、
貿
易
自
由
化
の
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対
象
か
ら
自
国
の
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
品
目
を
除
外
し
た
り
、
投

資
、
環
境
、
競
争
政
策
と
い
っ
た
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
非
対
象
分
野
を
規

制
す
る
こ
と
も
で
き
る
。
た
だ
、
こ
う
し
た
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
利
点
は
、

貿
易
ル
ー
ル
の
フ
ラ
グ
メ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
に
繫
が
る
危
険
性
を

内
包
し
て
い
る
点
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

２　

Ｒ
Ｔ
Ａ
の
タ
イ
ポ
ロ
ジ
ー

　

Ｒ
Ｔ
Ａ
は
、
近
年
、
そ
の
内
容
が
多
様
化
し
つ
つ
あ
り
、
そ

の
タ
イ
ポ
ロ
ジ
ー
を
最
新
化
す
る
必
要
が
生
じ
て
い
る
。
Ｗ
Ｔ

Ｏ
は
、
こ
れ
ま
で
、
各
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
根
拠
規
定
と
な
る
Ｗ
Ｔ
Ｏ
規

則
に
照
応
し
た
分
類
を
行
っ
て
き
た
。
し
か
し
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
対

象
範
囲
を
越
え
る
新
世
代
の
Ｒ
Ｔ
Ａ
が
登
場
す
る
こ
と
に
よ
り
、

Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
お
け
る
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
分
類
方
法
は
次
第
に
陳
腐
化
し
つ

つ
あ
る（（
（

。

　

Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
お
け
る
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
第
一
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
は
、
ガ
ッ

ト
二
四
条
に
基
づ
く
も
の
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
そ
れ
は
、
自
由

貿
易
地
域
（Free-T

rade A
rea, FT

A

）
を
設
立
す
る
Ｒ
Ｔ
Ａ

（
八
項
（
ｂ
））
と
関
税
同
盟
（Custom

s U
nion, CU

）
を
設
立

す
る
Ｒ
Ｔ
Ａ
（
同
項
（
ａ
））
に
分
け
ら
れ
る
。
後
者
が
域
内
貿

易
の
自
由
化
と
域
外
国
に
対
す
る
共
通
通
商
政
策
を
要
件
と
し

た
高
度
な
統
合
体
（
中
央
ア
メ
リ
カ
共
同
市
場
Ｃ
Ａ
Ｃ
Ｍ
、
後
述

の
ト
ル
コ
・
Ｅ
Ｃ
連
合
な
ど
）
で
あ
る
の
に
対
し
て
、
前
者
は
、

域
内
貿
易
の
自
由
化
に
と
ど
ま
る
（
独
立
国
家
共
同
体
Ｃ
Ｉ
Ｓ
、

南
部
ア
フ
リ
カ
開
発
共
同
体
Ｓ
Ａ
Ｄ
Ｃ
な
ど
）。

　

第
二
は
、「
異
な
る
よ
り

0

0

有
利
な
待
遇
、
相
互
主
義
並
び
に

発
展
途
上
国
の
よ
り

0

0

十
分
な
参
加
に
関
す
る
一
九
七
九
年
締
約

国
団
の
決
定
」
に
基
づ
き
、
発
展
途
上
国
間
で
特
恵
の
相
互
許

与
を
約
定
し
た
Ｒ
Ｔ
Ａ
で
あ
る
。
右
の
決
定
は
、
一
般
に
「
授

権
条
項
」（Enabling Clause

）
と
呼
ば
れ
て
お
り
、
そ
の
二

項
（
ｃ
）
は
発
展
途
上
国
相
互
間
で
の
特
恵
許
与
が
ガ
ッ
ト
一

条
の
多
角
的
な
Ｍ
Ｆ
Ｎ
原
則
に
抵
触
し
な
い
こ
と
を
公
式
に
認

め
た（（
（

。
こ
の
種
の
Ｃ
Ｕ
又
は
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
し
て
は
、
後
述
の
南
米

南
部
共
同
市
場
（
メ
ル
コ
ス
ー
ル
）
に
加
え
て
、
東
南
ア
フ
リ

カ
共
同
市
場
（
Ｃ
Ｏ
Ｍ
Ｅ
Ｓ
Ａ
）
や
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
自
由
貿
易
地

域
（
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
な
ど
が
あ
る
。

　

第
三
は
、「
サ
ー
ビ
ス
貿
易
に
関
す
る
一
般
協
定
」（
Ｇ
Ａ
Ｔ

Ｓ
）
五
条
に
基
づ
い
た
「
経
済
統
合
協
定
」（Econom

ic 
Integration A

greem
ent, EIA

）
で
あ
る
。
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｓ
は
、
多

角
的
な
Ｍ
Ｆ
Ｎ
原
則
（
一
条
）
を
通
じ
た
、
郵
便
・
通
信
、
金

融
、
運
輸
な
ど
の
サ
ー
ビ
ス
貿
易
の
自
由
化
を
目
的
と
し
た
も

の
で
、
そ
の
五
条
は
、
締
約
国
間
で
サ
ー
ビ
ス
貿
易
を
自
由
化

す
る
た
め
の
協
定
を
締
結
す
る
こ
と
を
一
定
条
件
の
下
で
容
認
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し
て
い
る
。
か
か
る
Ｒ
Ｔ
Ａ
と
し
て
は
、
欧
州
経
済
地
域 

（
Ｅ

Ｅ
Ａ
）
協
定
の
よ
う
な
単
純
な
Ｅ
Ｉ
Ａ
タ
イ
プ
と
、
北
米
自
由

貿
易
協
定
（
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
や
日
本
の
経
済
連
携
協
定
の
よ
う

な
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
Ｅ
Ｉ
Ａ
を
加
え
た
タ
イ
プ
、
さ
ら
に
は
Ｅ
Ｕ
の

よ
う
な
、
Ｃ
Ｕ
に
Ｅ
Ｉ
Ａ
を
加
え
た
タ
イ
プ
が
あ
る
。

　

ち
な
み
に
、
日
本
政
府
の
目
指
す
「
経
済
連
携
協
定
」

（Econom
ic Partnership A

greem
ent, EPA

）
と
は
、
自
由
貿

易
協
定
（Free T

rade A
greem

ent

）
の
よ
う
な
物
品
貿
易
へ

の
関
税
や
サ
ー
ビ
ス
貿
易
の
障
壁
の
削
減
・
撤
廃
に
と
ど
ま
ら

ず
、
投
資
、
人
の
移
動
（
専
門
家
・
技
術
的
職
種
の
就
労
）、
知

的
財
産
の
保
護
、
競
争
政
策
及
び
政
府
調
達
な
ど
の
規
則
作
成

や
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
の
整
備
（
相
手
国
企
業
か
ら
の
苦
情
処
理
、
紛

争
解
決
メ
カ
ニ
ズ
ム
）
等
も
含
む
、
幅
広
い
経
済
関
係
の
強
化

を
目
的
と
し
た
も
の
で
あ
る（（
（

。

　　

三　

ガ
ッ
ト
に
お
け
る
Ｒ
Ｔ
Ａ

　

Ｒ
Ｔ
Ａ
の
起
源
は
、
本
国
と
植
民
地
間
の
相
互
特
恵
制
度
や

世
界
恐
慌
時
の
排
他
的
な
保
護
貿
易
圏
（
い
わ
ゆ
る
経
済
ブ

ロ
ッ
ク
）
に
あ
る
。
そ
の
た
め
、
加
盟
国
市
場
に
対
す
る
平
等

ア
ク
セ
ス
や
国
際
貿
易
に
お
け
る
差
別
待
遇
の
撤
廃
等
を
目
的

と
し
た
国
際
貿
易
機
関
設
立
憲
章
（
ハ
バ
ナ
憲
章
）
を
起
草
す

る
過
程
で
は
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
存
続
を
主
張
す
る
英
国
と
そ
の
廃
止

を
求
め
る
米
国
と
が
鋭
く
対
立
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

　　

１　

ガ
ッ
ト
と
Ｒ
Ｔ
Ａ

　

一
九
四
四
年
の
ブ
レ
ト
ン
・
ウ
ッ
ズ
会
議
で
ハ
バ
ナ
憲
章
を

起
草
す
る
際
に
、
英
国
と
米
国
は
関
税
の
引
下
げ
と
い
う
点
で

は
一
致
し
た
も
の
の
、
既
存
の
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
存
続
に
関
し
て
は
意

見
を
異
に
し
た
。
英
国
が
帝
国
特
恵
（Im

perial Preferences

）

の
存
続
を
主
張
し
た
の
に
対
し
て
、
米
国
が
そ
れ
に
よ
り
最
大

の
貿
易
相
手
で
あ
る
英
国
と
カ
ナ
ダ
へ
の
市
場
ア
ク
セ
ス
を
妨

げ
ら
れ
る
と
し
て
、
そ
の
存
続
に
反
対
の
姿
勢
を
と
っ
た
か
ら

で
あ
る
。
し
か
し
、
当
時
の
米
国
は
、
Ｃ
Ｕ
の
形
態
で
欧
州
統

合
を
支
援
し
よ
う
と
考
え
て
お
り
、
カ
ナ
ダ
と
の
間
で
は
Ｆ
Ｔ

Ａ
設
立
の
た
め
の
秘
密
交
渉
を
行
っ
て
い
た
こ
と
か
ら
、
最
終

的
に
は
Ｃ
Ｕ
と
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
両
者
を
容
認
す
る
姿
勢
に
転
じ
た（（（
（

。

そ
の
結
果
、
ハ
バ
ナ
憲
章
の
中
に
Ｃ
Ｕ
と
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
関
す
る
四

四
条
（
ガ
ッ
ト
二
四
条
の
原
形
）
が
置
か
れ
る
こ
と
に
な
っ
た（（（
（

。

　

右
の
よ
う
な
交
渉
過
程
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、
多
角
的
な

Ｍ
Ｆ
Ｎ
原
則
に
立
脚
す
る
ガ
ッ
ト
体
制
の
下
で
も
、
決
し
て
Ｒ

Ｔ
Ａ
の
存
在
は
排
除
さ
れ
て
い
な
い
。
む
し
ろ
、
二
四
条
四
項

は
、
ガ
ッ
ト
締
約
国
が
「
任
意
の
協
定
に
よ
り
、
そ
の
協
定
の
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当
事
国
間
の
経
済
の
一
層
密
接
な
統
合
を
発
展
さ
せ
て
貿
易
の

自
由
を
増
大
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
」
と
さ
え
述
べ
て
い
る
。

た
だ
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
は
、
貿
易
創
出
効
果
が
見
込
ま
れ
る
半
面
で
貿

易
歪
曲
効
果
（
取
り
分
け
域
外
国
に
対
す
る
そ
れ
）
も
伴
う
た
め

に
、
多
角
的
な
Ｍ
Ｆ
Ｎ
原
則
と
「
必
ず
し
も
常
に
調
和
的

（harm
onious

）
と
い
う
訳
で
は
な
い
」（

（（
（

。

　

し
た
が
っ
て
、
ガ
ッ
ト
の
起
草
過
程
で
は
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
存
在

そ
の
も
の
は
否
定
さ
れ
な
か
っ
た
も
の
の
、
多
角
的
な
Ｍ
Ｆ
Ｎ

原
則
の
特
別
な
「
例
外
」
と
し
て
認
識
さ
れ
て
お
り（（（
（

、
二
四
条

の
掲
げ
る
諸
要
件
を
具
備
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
。
そ
の

中
で
取
り
分
け
重
要
な
要
件
は
、
同
条
の
八
項
と
五
項
に
定
め

ら
れ
て
い
る
。
八
項
は
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
Ｃ
Ｕ
を
概
念
定
義
し
た
も
の

で
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
つ
い
て
は
、
域
内
の
「
関
税
そ
の
他
の
制
限
的

通
商
規
則
」
を
「
実
質
上
の
す
べ
て
の
貿
易
」
に
つ
い
て
廃
止

す
る
こ
と
（
同
項
（
ｂ
））、
Ｃ
Ｕ
に
関
し
て
は
、
そ
れ
に
加
え

て
（
同
項
（
ａ
）（
ⅰ
））、
各
構
成
国
が
域
外
国
に
対
し
て
「
実

質
的
に
同
一
の
関
税
そ
の
他
の
通
商
規
則
」
を
適
用
す
る
こ
と

（
同
項
（
ａ
）（
ⅱ
））
が
必
要
で
あ
る
。
ま
た
、
五
項
は
、
Ｃ
Ｕ

と
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
構
成
国
が
域
外
国
に
対
し
て
以
前
よ
り
も
関
税
を

引
き
上
げ
た
り
、「
そ
の
他
の
通
商
規
則
」
を
よ
り

0

0

制
限
的
な

も
の
に
し
な
い
こ
と
を
求
め
て
い
る
。
Ｃ
Ｕ
構
成
国
は
、
も
し

二
条
の
譲
許
税
率
を
引
き
上
げ
る
場
合
に
は
、
関
係
域
外
国
と

の
交
渉
と
合
意
を
通
じ
て
「
補
償
的
調
整
」
を
行
わ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
（
同
条
六
項
）。

　

２　

Ｒ
Ｔ
Ａ
の
ガ
ッ
ト
適
合
性

　

Ｒ
Ｔ
Ａ
締
約
国
は
、
協
定
締
結
の
事
実
を
直
ち
に
ガ
ッ
ト
の

締
約
国
団
へ
通
告
す
る
と
と
も
に
、
関
連
す
る
情
報
を
締
約
国

団
に
提
供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
締
約
国
団
は
、
こ
れ
ら
の

通
告
と
情
報
に
基
づ
い
て
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
二
四
条
適
合
性
を
検
討
し
、

「
適
当
と
認
め
る
報
告
及
び
勧
告
」
を
行
う
（
同
条
七
項
（
ａ
））。

旧
ガ
ッ
ト
時
代
に
お
い
て
は
、
締
約
国
団
が
報
告
・
勧
告
を
行

う
前
に
、
特
別
に
設
置
さ
れ
た
委
員
会
又
は
作
業
部
会
が
個
別

に
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
ガ
ッ
ト
適
合
性
を
検
討
し
て
お
り
、
例
え
ば
Ｅ
Ｅ

Ｃ
設
立
条
約
の
検
討
に
際
し
て
は
ロ
ー
マ
条
約
委
員
会
、
チ
ェ

コ
と
ス
ロ
バ
キ
ア
の
Ｃ
Ｕ
の
検
討
に
あ
た
っ
て
は
作
業
部
会

（
Ｗ
Ｐ
）
が
設
置
さ
れ
て
い
る
。

　

右
の
ロ
ー
マ
条
約
委
員
会
で
は
、
一
七
日
間
に
亘
り
、
関
税

及
び
Ｃ
Ｕ
設
立
の
計
画
と
日
程
、
数
量
制
限
、
農
産
物
貿
易
並

び
に
海
外
領
土
と
の
連
合
の
四
分
野
を
小
グ
ル
ー
プ
に
分
か
れ

て
検
討
し
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
れ
ら
グ
ル
ー
プ
か
ら
時
間
と

情
報
の
不
足
を
理
由
に
「
明
確
な
結
論
」
が
提
出
さ
れ
な
か
っ
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た
た
め
に
、
同
委
員
会
は
、
ロ
ー
マ
条
約
の
ガ
ッ
ト
適
合
性
に

関
し
て
結
論
を
出
す
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た（（（
（

。

　

そ
れ
以
外
の
検
討
委
員
会
や
作
業
部
会
に
お
い
て
も
、
Ｒ
Ｔ

Ａ
の
ガ
ッ
ト
適
合
性
に
関
す
る
明
確
な
結
論
は
、
チ
ェ
コ
と
ス

ロ
バ
キ
ア
の
Ｃ
Ｕ
に
関
す
る
作
業
部
会
を
除
い
て
提
出
さ
れ
て

い
な
い
。
同
部
会
の
担
当
し
た
事
案
は
、
チ
ェ
コ
ス
ロ
バ
キ
ア

連
邦
共
和
国
の
解
体
後
に
チ
ェ
コ
と
ス
ロ
バ
キ
ア
が
Ｃ
Ｕ
を
設

立
す
る
と
い
う
特
殊
な
も
の
で
あ
っ
た
。
つ
ま
り
、
こ
の
事
案

で
は
、
Ｃ
Ｕ
設
立
に
必
要
な
域
内
貿
易
自
由
化
と
対
外
共
通
通

商
政
策
の
要
件
を
Ｃ
Ｕ
設
立
以
前
か
ら
具
備
し
て
い
た
の
で
あ

る
。
そ
の
た
め
に
、
作
業
部
会
は
、「
両
国
間
の
Ｃ
Ｕ
設
立
協

定
が
二
四
条
に
適
合
す
る
」
旨
を
容
易
に
認
定
す
る
こ
と
が
で

き
た（（（
（

。

　

一
九
八
三
年
、
ガ
ッ
ト
事
務
局
は
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
チ
ェ
ッ
ク
体
制

が
ほ
と
ん
ど
機
能
し
て
い
な
い
情
況
に
危
機
感
を
募
ら
せ
、
当

該
問
題
を
検
討
す
る
た
め
に
七
名
で
構
成
さ
れ
る
グ
ル
ー
プ
を

設
立
し
た
。
そ
の
報
告
書
『
よ
り
良
い
未
来
に
向
け
た
通
商
政

策
』（
一
九
八
五
年
）
―
―
い
わ
ゆ
るLeutw

iler

レ
ポ
ー
ト

―
―
は
、「
Ｃ
Ｕ
と
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
認
め
る
規
則
が
歪
曲
・
濫
用
さ

れ
て
お
り
、
多
角
的
貿
易
体
制
に
対
す
る
一
層
の
侵
蝕
を
防
止

す
る
た
め
に
は
、
こ
れ
ら
の
［
曖
昧
な
例
外
］
規
則
を
明
確
化

及
び
厳
格
化
す
る
必
要
が
あ
る
」
と
結
論
付
け
て
い
る（（（
（

。

　

四　

Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
お
け
る
Ｒ
Ｔ
Ａ

　

一
九
八
六
年
か
ら
一
九
九
四
年
に
か
け
て
行
わ
れ
た
ウ
ル
グ

ア
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
で
は
、
増
加
し
は
じ
め
た
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
取
扱
い

が
問
題
に
な
っ
た
。
同
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
に
お
い
て
は
、
日
本
な

ど
か
ら
ガ
ッ
ト
二
四
条
の
文
言
解
釈
を
明
確
化
す
る
た
め
の
提

案
が
な
さ
れ
、「
二
四
条
解
釈
に
関
す
る
了
解
」
と
し
て
結
実

し
た
。
一
九
九
六
年
に
開
催
さ
れ
た
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
最
初
の
一
般
理

事
会
と
閣
僚
会
議
に
お
い
て
も
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
問
題
が
取
り
上
げ
ら

れ
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
チ
ェ
ッ
ク
体
制
を
強
化
す
る
と
共
に
Ｒ
Ｔ
Ａ
の

補
完
性
と
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
優
位
性
を
強
調
す
る
文
書
が
採
択
さ
れ
た
。

　

１　

ウ
ル
グ
ア
イ
・
ラ
ウ
ン
ド

　

ウ
ル
グ
ア
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
で
は
、
急
増
し
つ
つ
あ
る
Ｒ
Ｔ
Ａ

の
取
扱
い
が
議
論
に
な
り
、
二
四
条
の
文
言
解
釈
の
明
確
化
を

求
め
る
さ
ま
ざ
ま
な
提
案
が
行
わ
れ
た（（（
（

。
ち
な
み
に
、
日
本
か

ら
は
、
Ｃ
Ｕ
設
立
前
後
に
お
け
る
関
税
の
「
全
般
的
な
水
準
」

（
同
条
五
項
（
ａ
））、
Ｃ
Ｕ
又
は
Ｆ
Ｔ
Ａ
設
立
ま
で
の
中
間
協
定

の
「
妥
当
な
期
間
」（
同
項
（
ｃ
））
並
び
に
域
外
国
へ
の
損
失

補
償
手
続
を
明
確
に
す
る
た
め
の
提
案
が
な
さ
れ
て
い
る
。
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日
本
等
か
ら
の
提
案
は
、「
一
九
九
四
年
ガ
ッ
ト
二
四
条
の

解
釈
に
関
す
る
了
解
」（
以
下
、
二
四
条
解
釈
了
解
）
と
し
て
結

実
し
た
。
こ
の
了
解
に
よ
り
、
関
税
の
「
全
般
的
な
水
準
」
が

い
わ
ゆ
る
実
効
税
率
に
基
づ
い
て
算
出
さ
れ
る
こ
と
（
二
項
）

や
、
中
間
協
定
の
「
妥
当
な
期
間
」
が
一
〇
年
を
越
え
な
い
こ

と
（
三
項
）
な
ど
が
明
確
に
さ
れ
た
。
ま
た
、
手
続
面
で
は
、

Ｃ
Ｕ
と
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
ガ
ッ
ト
適
合
性
の
検
討
（review

）
が
作
業

部
会
に
よ
っ
て
行
わ
れ
、
そ
の
報
告
に
基
づ
い
て
物
品
貿
易
理

事
会
が
「
適
当
と
認
め
る
勧
告
」
を
行
う
こ
と
（
七
項
）、

ガ
ッ
ト
の
一
般
的
な
紛
争
解
決
手
続
が
「
二
四
条
の
規
定
の
適

用
か
ら
生
じ
る
問
題
」
に
つ
い
て
も
適
用
可
能
で
あ
る
こ
と

（
一
二
項
）
が
明
確
に
さ
れ
た
。

　

２　

Ｗ
Ｔ
Ｏ
と
Ｒ
Ｔ
Ａ

　

一
九
九
六
年
一
二
月
に
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
で
開
か
れ
た
Ｗ
Ｔ
Ｏ

の
第
一
回
閣
僚
会
議
に
お
い
て
も
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
問
題
が
取
り
上
げ

ら
れ
、
そ
の
討
議
結
果
が
最
終
日
の
一
三
日
に
採
択
さ
れ
た
閣

僚
宣
言
の
中
に
盛
り
込
ま
れ
た（（（
（

。
同
宣
言
の
第
七
節
を
見
る
と
、

そ
の
前
半
部
分
で
は
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
飛
躍
的
増
大
と
対
象
範
囲
の

拡
大
が
貿
易
の
「
一
層
の
自
由
化
」
と
発
展
途
上
国
等
の
国
際

貿
易
体
制
へ
の
統
合
を
促
進
し
て
い
る
と
の
積
極
的
評
価
が
な

さ
れ
る
半
面
、
そ
の
後
半
部
分
で
は
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
補
完
性
と
Ｗ

Ｔ
Ｏ
の
優
位
性
（prim

acy

）
が
強
調
さ
れ
て
い
る
。

　

同
会
議
か
ら
一
〇
カ
月
ほ
ど
遡
っ
た
二
月
六
日
の
一
般
理
事

会
で
は
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
に
関
連
し
た
重
要
な
決
定
が
な
さ
れ
て
い
る（（（
（

。

そ
れ
は
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
チ
ェ
ッ
ク
機
関
と
し
て
、
従
来
の
作
業
部

会
に
代
わ
り
、
新
た
に
Ｒ
Ｔ
Ａ
委
員
会
（
全
加
盟
国
に
開
放
）

を
設
置
す
る
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。
同
委
員
会
は
、
物
品
貿

易
理
事
会
、
サ
ー
ビ
ス
貿
易
理
事
会
及
び
貿
易
開
発
委
員
会
に

対
し
て
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
「
検
討
」（exam

ination

）
結
果
を
報
告

書
と
し
て
提
出
す
る
と
共
に
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
実
施
報
告
書
に
基
づ

い
て
「
適
当
な
勧
告
」
を
行
う
こ
と
を
任
務
と
し
て
い
る
。
そ

れ
に
加
え
て
、
同
委
員
会
に
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
と
っ
て
の
Ｒ
Ｔ
Ａ

の
「
系
統
的
含
意
」（system

ic im
plications

）
や
両
者
の
関

係
を
検
討
し
、
一
般
理
事
会
に
対
し
て
適
当
な
勧
告
を
行
う
任

務
も
与
え
ら
れ
て
い
る
。

　

五　

Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
事
例
研
究

　

旧
ガ
ッ
ト
時
代
に
は
、
二
四
条
関
係
の
事
件
と
し
て
、
補
償

的
調
整
の
対
象
と
な
る
貿
易
被
害
額
が
争
点
に
な
っ
た
Ｅ
Ｅ

Ｃ
・
米
国
間
の
チ
キ
ン
紛
争
（
一
九
六
三
年
理
事
会
採
択
）、
締

約
国
団
の
検
討
と
ガ
ッ
ト
・
パ
ネ
ル
審
査
と
の
関
係
が
問
題
に
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な
っ
た
Ｅ
Ｃ
柑
橘
類
地
域
特
恵
事
件
（
未
採
択
）、
ロ
メ
協
定

が
二
四
条
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
定
義
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
が
争
わ
れ

た
Ｅ
Ｃ
新
バ
ナ
ナ
輸
入
制
度
事
件
（
未
採
択
）
な
ど
が
パ
ネ
ル

に
付
託
さ
れ
て
い
る
。
た
だ
、
本
稿
で
の
分
析
の
対
象
は
、
紙

面
の
都
合
上
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
設
立
以
降
の
事
例
に
限
定
す
る
。

　　

１　

二
四
条
の
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
・
ケ
ー
ス

　

一
九
六
三
年
九
月
一
二
日
、
Ｅ
Ｅ
Ｃ
が
ロ
ー
マ
条
約
二
二
八

条
（
当
時
）
に
基
づ
い
て
ト
ル
コ
と
の
間
で
連
合
協
定
（
ア
ン

カ
ラ
協
定
）
を
締
結
し
た
。
そ
し
て
、
一
九
九
五
年
三
月
六
日

に
、
ト
ル
コ
・
Ｅ
Ｃ
連
合
理
事
会
は
、「
ト
ル
コ
が
、
ガ
ッ
ト

二
四
条
の
要
件
に
従
っ
て
、
本
決
定
の
発
効
以
降
、
…
…
繊
維

部
門
に
お
い
て
Ｅ
Ｃ
と
実
質
的
に
同
一
の
通
商
政
策
を
適
用
す

る
」
こ
と
を
決
定
し
た
。
翌
年
、
ト
ル
コ
政
府
は
、
Ｅ
Ｃ
が
繊

維
製
品
の
輸
入
数
量
制
限
を
実
施
す
る
た
め
に
採
択
し
た
Ｅ
Ｃ

理
事
会
規
則
三
〇
三
〇
・
九
三
を
踏
ま
え
、
一
九
種
類
の
繊
維

製
品
に
つ
い
て
同
様
の
措
置
を
と
っ
た
。
イ
ン
ド
が
当
該
措
置

の
ガ
ッ
ト
違
反
を
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
紛
争
解
決
機
関
に
申
立
て
た
の
が
、

ト
ル
コ
繊
維
事
件
で
あ
る
。

①
パ
ネ
ル

　

最
初
の
争
点
と
な
っ
た
の
は
、
パ
ネ
ル
が
Ｒ
Ｔ
Ａ
全
般
の
二

四
条
適
合
性
を
審
査
す
る
権
限
を
有
す
る
か
ど
う
か
で
あ
っ
た
。

旧
ガ
ッ
ト
時
代
の
事
例
を
見
る
と
、
Ｅ
Ｃ
柑
橘
類
地
域
特
恵
事

件
の
パ
ネ
ル
は
、「
二
四
条
協
定
の
検
討
は
締
約
国
団
の
責
務

で
あ
る
。
締
約
国
団
の
決
定
が
な
い
の
に
、
…
…
二
三
条
一
項

（
ａ
）
に
よ
る
ガ
ッ
ト
締
約
国
の
申
立
て
に
基
づ
い
て
Ｒ
Ｔ
Ａ

の
二
四
条
適
合
性
を
決
定
す
る
こ
と
は
適
当
で
な
い
」
と
判
示

し
た（（（
（

。
た
だ
、
Ｅ
Ｃ
新
バ
ナ
ナ
輸
入
制
度
事
件
の
パ
ネ
ル
は
、

二
四
条
七
項
手
続
が
二
三
条
二
項
の
そ
れ
に
取
っ
て
代
わ
る
か

ど
う
か
の
問
題
と
は
無
関
係
に
、
先
ず
ロ
メ
協
定
が
二
四
条
七

項
の
適
用
可
能
な
協
定
で
あ
る
か
ど
う
か
、
つ
ま
り
同
条
八
項

の
要
件
を
充
た
す
か
ど
う
か
を
先
行
し
て
検
討
す
る
必
要
が
あ

る
と
し
た（（（
（

。

　

二
四
条
解
釈
了
解
の
一
二
節
は
、
パ
ネ
ル
が
「
二
四
条
の
規

定
の
適
用
か
ら
生
じ
る
問
題
（any m

atters

）」
に
つ
い
て
管

轄
権
を
有
す
る
こ
と
を
明
確
に
し
た
。
本
件
で
は
、
こ
の
「
問

題
」
の
中
に
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
に
関
係
す
る
加
盟
国
の
具
体
的
措
置
だ

け
で
な
く
Ｒ
Ｔ
Ａ
全
般
の
ガ
ッ
ト
適
合
性
の
問
題
ま
で
含
ま
れ

る
か
ど
う
か
と
い
う
形
で
、
二
三
条
と
二
四
条
七
項
の
関
係
を

め
ぐ
る
旧
ガ
ッ
ト
時
代
の
論
争
が
再
燃
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

　

本
件
パ
ネ
ル
は
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
が
「
経
済
的
、
法
的
及
び
政
治
的

な
側
面
を
包
括
す
る
非
常
に
複
雑
な
合
意
」
で
あ
る
こ
と
を
強
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調
し
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
全
般
の
適
合
性
判
断
に
必
要
な
「
非
常
に
多
面

的
な
評
価
」
を
行
う
こ
と
は
「
一
般
的
に
Ｒ
Ｔ
Ａ
委
員
会
の
権

限
で
あ
る
」
と
判
示
し
た
。
パ
ネ
ル
に
よ
れ
ば
、
Ｃ
Ｕ
の
成
立

要
件
を
定
め
た
二
四
条
八
項
に
関
す
る
審
査
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
パ
ネ
ル

の
権
限
に
帰
属
す
る
が
、「
関
税
そ
の
他
の
通
商
規
則
全
般
の

経
済
的
評
価
」
を
必
要
と
す
る
同
条
五
項
の
要
件
審
査
は
Ｒ
Ｔ

Ａ
委
員
会
の
権
限
に
帰
属
す
る（（（
（

。
こ
う
し
た
明
瞭
な
権
限
配
分

は
、
Ｅ
Ｃ
新
バ
ナ
ナ
輸
入
制
度
事
件
の
パ
ネ
ル
裁
定
を
発
展
さ

せ
た
も
の
で
あ
る
。

　

第
二
の
争
点
は
、
数
量
制
限
の
一
般
的
廃
止
と
そ
の
無
差
別

適
用
を
定
め
た
ガ
ッ
ト
の
一
一
条
と
一
三
条
に
違
反
す
る
ト
ル

コ
の
措
置
が
果
た
し
て
二
四
条
に
よ
っ
て
正
当
化
さ
れ
る
か
ど

う
か
で
あ
っ
た
。
ト
ル
コ
は
、
二
四
条
が
抗
弁
又
は
例
外
規
定

で
は
な
く
、
ガ
ッ
ト
第
三
部
に
置
か
れ
た
Ｃ
Ｕ
設
立
に
関
す
る

特
別
法
（lex specialis

）
又
は
自
己
完
結
的
な
レ
ジ
ー
ム
（self-

contained regim
e

）
で
あ
る
こ
と
（
Ｃ
Ｕ
設
立
は
例
外
で
は
な

く
自
律
的
権
利
で
あ
り
、
し
た
が
っ
て
立
証
責
任
は
イ
ン
ド
に
帰
属

す
る
こ
と
を
含
意
し
て
い
る
）、
繊
維
製
品
の
輸
入
制
限
措
置
が

Ｃ
Ｕ
設
立
の
た
め
に
必
要
な
措
置
で
あ
る
こ
と
の
二
点
を
論
拠

と
し
て
、
二
四
条
に
よ
っ
て
正
当
化
さ
れ
る
と
主
張
し
た
。

　

二
四
条
が
「
自
己
完
結
的
な
レ
ジ
ー
ム
」
で
あ
り
、
Ｃ
Ｕ
設

立
に
関
し
て
は
他
の
ガ
ッ
ト
規
定
を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
な

い
と
す
る
ト
ル
コ
の
第
一
の
論
拠
に
関
し
て
、
パ
ネ
ル
は
、
二

四
条
と
他
の
ガ
ッ
ト
規
定
と
の
間
に
関
係
性
が
あ
る
こ
と
は

「
自
明
の
理
」
で
あ
り
、
二
四
条
を
援
用
す
る
こ
と
に
よ
っ
て

一
一
条
・
一
三
条
の
義
務
か
ら
逸
脱
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と

し
た
。
二
四
条
が
「
条
件
付
き
の
権
利
」
を
認
め
て
い
る
に
過

ぎ
な
い
の
に
対
し
て
、
一
一
条
・
一
三
条
が
厳
格
な
禁
止
義
務

を
課
し
て
い
る
こ
と
な
ど
が
、
そ
の
理
由
に
掲
げ
ら
れ
て
い
る（（（
（

。

　

し
か
し
、
そ
の
一
方
で
、
パ
ネ
ル
は
、「
非
抵
触
の
推
定
」

（
同
一
当
事
国
間
で
同
時
期
に
別
の
条
約
を
締
結
し
て
い
る
場
合
、

両
条
約
間
に
抵
触
は
存
在
し
な
い
も
の
と
推
定
す
る
）
と
「
条
約

の
実
効
的
解
釈
」（
条
約
の
全
て
の
規
定
に
で
き
る
限
り
十
分
な

意
味
を
与
え
る
こ
と
に
よ
っ
て
条
約
の
全
般
的
整
合
性
を
確
保
す

る
）
と
い
う
条
約
解
釈
の
基
本
原
則
に
照
ら
し
て
、
二
四
条
と

一
一
条
・
一
三
条
と
の
「
抵
触
に
導
く
よ
う
な
解
釈
を
で
き
る

限
り
回
避
す
べ
き
で
あ
る
」
と
し
た（（（
（

。

　

ト
ル
コ
の
第
二
の
論
拠
に
関
し
て
は
、
二
四
条
八
項
（
ａ
）

（
ⅱ
）
が
ト
ル
コ
に
対
し
て
Ｅ
Ｃ
と
同
一
の
輸
入
制
限
措
置
を

要
求
し
て
い
る
か
ど
う
か
が
問
題
に
な
っ
た
。
当
該
規
定
は
、

Ｃ
Ｕ
構
成
国
が
域
外
国
に
対
し
て
「
実
質
的
に
同
一
の

（substantially the sam
e

）
関
税
そ
の
他
の
通
商
規
則
」
を
適
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用
す
る
こ
と
を
求
め
て
い
る
。
こ
の
規
定
に
関
し
て
パ
ネ
ル
が

注
目
し
た
の
は
、「
実
質
性
」
の
基
準
で
あ
る
。
こ
の
基
準

（
定
性
的
側
面
と
定
量
的
側
面
と
が
あ
り
、
関
税
は
後
者
の
側

面
が
強
い
）
に
は
「
一
定
程
度
の
柔
軟
性
」
が
認
め
ら
れ
る
こ

と
か
ら
、
八
項
（
ａ
）（
ⅱ
）
を
一
一
条
・
一
三
条
と
調
和
的

に
解
釈
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
と
い
う
。

　

パ
ネ
ル
に
よ
る
と
、
八
項
（
ａ
）（
ⅱ
）
の
実
質
的
同
一
性

の
基
準
は
、
域
外
輸
入
品
に
対
す
る
同
一
の
（identical

）
通

商
規
則
の
適
用
を
義
務
付
け
た
も
の
で
は
な
く
、
Ｃ
Ｕ
構
成
国

が
「
類
似
の
効
果
を
有
す
る
『
同
等
の
（com

parable

）』
通

商
規
則
」
を
適
用
す
れ
ば
、
そ
の
定
性
的
要
件
を
充
た
す
こ
と

が
で
き
る（（（
（

。
こ
う
し
た
要
件
を
具
備
す
る
「
数
量
制
限
の
代
替

措
置
」
と
し
て
は
、
関
税
引
上
げ
、
原
産
地
規
則
及
び
関
税
化

な
ど
が
考
え
ら
れ
た（（（
（

。

②
上
級
委
員
会

　

控
訴
審
に
お
け
る
主
要
な
争
点
の
一
つ
は
、
パ
ネ
ル
が
Ｒ
Ｔ

Ａ
全
般
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
適
合
性
を
審
査
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
ど
う

か
で
あ
っ
た
。
パ
ネ
ル
の
判
断
は
、「
Ｃ
Ｕ
全
般
が
Ｄ
Ｓ
Ｕ
に

基
づ
く
申
立
て
の
対
象
と
な
る
『
措
置
』
に
該
当
し
な
い
と
主

張
す
る
こ
と
は
、
論
理
的
に
可
能
（arguable

）
で
あ
る
」
と

い
う
も
の
で
あ
っ
た（（（
（

。
こ
の
問
題
に
関
し
て
上
級
委
員
会
が
注

目
し
た
の
は
、
イ
ン
ド
農
産
物
等
数
量
制
限
事
件
で
あ
る
。
当

該
事
件
で
は
、
ガ
ッ
ト
一
一
条
等
に
違
反
す
る
イ
ン
ド
の
輸
入

制
限
措
置
が
、「
急
速
な
開
発
過
程
に
あ
る
」
締
約
国
に
よ
る

「
国
際
収
支
上
の
困
難
」
を
理
由
と
す
る
輸
入
制
限
を
認
め
た

一
八
条
Ｂ
に
よ
っ
て
正
当
化
さ
れ
る
か
ど
う
か
が
問
題
に
な
っ

た
。

　

ガ
ッ
ト
一
八
条
Ｂ
等
の
「
国
際
収
支
に
係
る
規
定
に
関
す
る

了
解
」
の
註
一
に
は
、
パ
ネ
ル
の
審
査
権
限
が
「
国
際
収
支
上

の
目
的
の
た
め
に
と
ら
れ
る
輸
入
制
限
的
な
措
置
の
適
用
か
ら

生
じ
る
問
題
（any m

atters

）」
に
及
ぶ
こ
と
が
明
記
さ
れ
て

い
る
。
イ
ン
ド
は
、
こ
の
「
問
題
」
が
国
際
収
支
均
衡
の
た
め

の
具
体
的
な
輸
入
制
限
措
置
の
適
用
問
題
を
意
味
し
て
お
り
、

一
八
条
Ｂ
に
関
す
る
全
般
的
正
当
性
（overall justification

）

の
審
査
権
限
は
国
際
収
支
均
衡
制
限
委
員
会
（
Ｂ
Ｏ
Ｐ
委
員
会
）

の
み
に
帰
属
す
る
と
主
張
し
た
。
当
該
事
件
の
パ
ネ
ル
は
、
Ｂ

Ｏ
Ｐ
委
員
会
と
Ｗ
Ｔ
Ｏ
パ
ネ
ル
が
そ
れ
ぞ
れ
異
な
る
機
能
を
有

す
る
だ
け
で
な
く
、
両
手
続
の
性
質
、
範
囲
、
時
機
及
び
効
果

も
異
な
る
こ
と
か
ら
、「
両
者
の
権
限
が
抵
触
す
る
こ
と
は
な

い
」
と
判
示
し
た
。
こ
の
こ
と
は
、「
Ｂ
Ｏ
Ｐ
制
限
の
正
当
性

に
関
す
る
紛
争
が
明
ら
か
に
二
三
条
の
適
用
可
能
な
問
題
の
範

疇
に
属
す
る
」
―
―
並
列
（dual track

）
主
義
―
―
こ
と
を
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含
意
し
て
い
る（（（
（

。

　

本
件
の
上
級
委
員
会
は
、
議
論
の
対
象
と
な
る
「
問
題
」
の

範
囲
が
若
干
異
な
る
も
の
の
、
右
の
先
例
を
引
用
す
る
こ
と
で

本
件
パ
ネ
ル
の
消
極
的
な
判
断
を
間
接
的
に
批
判
し
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ

パ
ネ
ル
も
Ｃ
Ｕ
全
般
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
適
合
性
を
審
査
で
き
る
こ
と
を

示
唆
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
同
委
員
会
は
、
ト
ル
コ
・
Ｅ
Ｃ
連

合
が
二
四
条
の
定
め
る
Ｃ
Ｕ
の
要
件
に
適
合
す
る
と
い
う
パ
ネ

ル
の
仮
説
が
控
訴
に
際
し
て
問
題
に
さ
れ
て
い
な
い
と
い
う
理

由
で
、
そ
の
具
体
的
な
審
査
を
行
っ
て
い
な
い
。

　

控
訴
審
に
お
け
る
も
う
一
つ
の
争
点
は
、
ガ
ッ
ト
の
規
定
が

Ｃ
Ｕ
の
設
立
を
「
妨
げ
る
も
の
で
は
な
い
」
と
記
し
た
二
四
条

五
項
柱
書
の
位
置
付
け
の
問
題
で
あ
る
。
ト
ル
コ
は
、
こ
の
柱

書
に
よ
っ
て
Ｃ
Ｕ
設
立
の
た
め
に
他
の
ガ
ッ
ト
規
定
か
ら
逸
脱

す
る
こ
と
が
許
容
さ
れ
る
と
主
張
し
た
。
そ
れ
に
対
し
て
、
上

級
委
員
会
は
、
パ
ネ
ル
の
審
理
が
二
四
条
の
五
項
（
ａ
）
と
八

項
（
ａ
）
を
中
心
に
行
わ
れ
て
お
り
、
二
四
条
解
釈
の
「
鍵
」

と
な
る
重
要
な
五
項
柱
書
を
「
お
座
な
り
に
」（only in a pass

ing and perfunctory w
ay

）
参
照
し
て
い
る
に
過
ぎ
な
い
こ

と
を
認
め
た
（
（（
（

。

　

そ
し
て
、
同
委
員
会
に
よ
る
と
、
柱
書
は
、「
ガ
ッ
ト
の
規

定
に
よ
っ
て
Ｃ
Ｕ
の
設
立
を
妨
げ
る
こ
と
が
で
き
な
い
」
こ
と

を
意
味
し
て
お
り
、
Ｃ
Ｕ
構
成
国
は
、
一
一
条
等
に
違
反
す
る

措
置
を
正
当
化
す
る
た
め
に
二
四
条
を
「
抗
弁
」
と
し
て
援
用

す
る
こ
と
が
で
き
る（（（
（

。
こ
の
点
で
、
二
四
条
に
よ
っ
て
他
の

ガ
ッ
ト
規
定
に
違
反
す
る
措
置
を
正
当
化
す
る
こ
と
が
で
き
な

い
と
し
た
パ
ネ
ル
の
判
断
は
覆
さ
れ
た
こ
と
に
な
る
。
た
だ
し
、

柱
書
の
冒
頭
に
あ
る
「
よ
っ
て
」（accordingly

）
と
、
柱
書

の
最
後
に
あ
る
「
た
だ
し
、
次
の
こ
と
を
条
件
と
す
る
」

（Provided that

）
と
い
う
文
言
は
、
一
定
条
件
の
下
で
の
み

二
四
条
を
抗
弁
と
し
て
援
用
可
能
な
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
。

Ｃ
Ｕ
設
立
の
た
め
に
二
四
条
を
援
用
す
る
当
事
者
は
、
次
の
二

つ
の
要
件
事
実
を
証
明
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い（（（
（

。

　

第
一
の
要
件
は
、
Ｃ
Ｕ
が
二
四
条
の
八
項
（
ａ
）
と
五
項

（
ａ
）
の
要
件
を
具
備
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
上
級
委
員
会

の
判
断
で
注
目
さ
れ
る
の
は
、
八
項
の
「
実
質
性
」
の
基
準
を

パ
ネ
ル
よ
り
も
厳
密
に
解
釈
し
た
点
で
あ
る
。
当
該
基
準
に
関

し
て
は
、
確
か
に
パ
ネ
ル
の
指
摘
し
た
「
一
定
程
度
の
柔
軟

性
」
が
認
め
ら
れ
る
も
の
の
、
そ
れ
は
狭
い
範
囲
に
限
定
さ
れ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
同
委
員
会
に
よ
れ
ば
、「
実
質
性
」
の

基
準
は
、
同
一
性
（sam

eness

）
を
幾
分
緩
和
す
る
に
と
ど
ま

り
、「
ほ
ぼ
同
一
性
に
近
い
も
の
」
を
要
求
す
る
と
い
う（（（
（

。

　

第
二
の
要
件
は
、
問
題
の
措
置
が
認
め
ら
れ
な
い
場
合
に
Ｃ
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Ｕ
の
設
立
が
妨
げ
ら
れ
る
こ
と
、
換
言
す
れ
ば
Ｃ
Ｕ
設
立
の
た

め
に
問
題
の
措
置
が
必
要
な
こ
と
で
あ
る
。
上
級
委
員
会
は
、

域
内
の
「
実
質
上
の
す
べ
て
の
貿
易
」
に
関
す
る
制
限
的
通
商

規
則
の
廃
止
を
求
め
た
八
項
（
ａ
）（
ｉ
）
の
実
質
性
の
基
準

に
は
「
限
定
的
で
あ
る
が
一
定
程
度
の
柔
軟
性
」
が
認
め
ら
れ

る
こ
と
か
ら
、
当
該
基
準
を
充
た
す
と
同
時
に
域
内
貿
易
の
歪

曲
効
果
を
回
避
す
る
こ
と
の
で
き
る
「
利
用
可
能
な
他
の
代
替

措
置
」（
例
え
ば
、
ト
ル
コ
が
、
Ｅ
Ｃ
が
無
関
税
輸
入
の
対
象
と
な

る
ト
ル
コ
の
繊
維
製
品
と
イ
ン
ド
を
含
む
第
三
国
の
そ
れ
と
を
区
別

で
き
る
よ
う
な
原
産
地
規
則
を
採
用
す
る
）
が
存
在
す
る
こ
と
を

指
摘
し
た（（（
（

。
こ
う
し
た
解
釈
は
、
問
題
の
措
置
が
Ｃ
Ｕ
を
設
立

す
る
た
め
に
「
必
要
」
な
だ
け
で
は
足
り
ず
、
貿
易
歪
曲
効
果

を
伴
わ
な
い
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
を
示
唆
し
て
い

る
。

　

２　

Ｗ
Ｔ
Ｏ
と
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
手
続
的
競
合

　

Ｒ
Ｔ
Ａ
の
中
に
は
、
締
約
国
間
の
紛
争
を
解
決
す
る
た
め
に
、

政
治
的
・
外
交
的
手
段
に
と
ど
ま
ら
ず
、
ア
ド
・
ホ
ッ
ク
な
パ

ネ
ル
（
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
等
）
や
常
設
の
国
際
裁
判
所
（
Ｅ
Ｕ
、
ア
ン

デ
ス
共
同
体
）
を
具
備
し
た
も
の
が
僅
か
な
が
ら
存
在
し
て
い

る
。
こ
の
場
合
、
同
一
の
事
案
に
関
し
て
Ｗ
Ｔ
Ｏ
と
Ｒ
Ｔ
Ａ
の

手
続
が
「
競
合
」
し
、
相
反
す
る
判
断
が
示
さ
れ
る
可
能
性
も

あ
る（（（
（

。
こ
こ
で
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
パ
ネ
ル
に
お
い
て
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
仲

裁
と
の
管
轄
権
競
合
が
問
題
に
な
っ
た
ブ
ラ
ジ
ル
再
生
タ
イ
ヤ

事
件
と
メ
キ
シ
コ
清
涼
飲
料
事
件
を
取
り
上
げ
、
こ
の
問
題
が

ど
の
よ
う
に
処
理
さ
れ
た
の
か
を
検
証
す
る
。

①
ブ
ラ
ジ
ル
再
生
タ
イ
ヤ
事
件

　

ブ
ラ
ジ
ル
政
府
は
、
二
〇
〇
〇
年
に
環
境
保
護
と
公
衆
衛
生

を
目
的
と
し
た
再
生
タ
イ
ヤ
輸
入
禁
止
措
置
を
と
っ
た
。
し
か

し
、
メ
ル
コ
ス
ー
ル
仲
裁
裁
判
所
は
、
そ
れ
が
構
成
国
間
で
新

た
な
貿
易
制
限
措
置
を
と
ら
な
い
こ
と
を
定
め
た
メ
ル
コ
ス
ー

ル
決
定
第
二
二
号
（
二
〇
〇
〇
年
）
に
違
反
す
る
と
判
示
し
た
。

そ
の
た
め
、
ブ
ラ
ジ
ル
政
府
は
、
二
〇
〇
二
年
三
月
八
日
に
命

令
第
一
四
号
を
発
し
、
輸
入
禁
止
措
置
の
対
象
か
ら
メ
ル
コ

ス
ー
ル
構
成
国
の
再
生
タ
イ
ヤ
を
除
外
す
る
措
置
を
と
っ
た
。

Ｅ
Ｃ
は
、
こ
う
し
た
ブ
ラ
ジ
ル
政
府
の
一
連
の
措
置
が
ガ
ッ
ト

一
一
条
等
に
違
反
す
る
こ
と
、
特
に
メ
ル
コ
ス
ー
ル
除
外
措
置

に
関
し
て
は
ガ
ッ
ト
一
条
一
項
及
び
一
三
条
の
義
務
に
違
反
す

る
と
の
申
立
て
を
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
紛
争
解
決
機
関
に
対
し
て
行
っ
た
。

　

パ
ネ
ル
は
、
ブ
ラ
ジ
ル
の
輸
入
制
限
措
置
が
ガ
ッ
ト
一
一
条

に
違
反
す
る
こ
と
を
認
め
た
の
で
、
い
わ
ゆ
る
裁
判
効
率

（judicial econom
y

）
の
原
則
に
従
っ
て
、
さ
ら
に
メ
ル
コ
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ス
ー
ル
除
外
措
置
が
ガ
ッ
ト
一
条
及
び
一
三
条
に
違
反
す
る
か

ど
う
か
ま
で
判
断
す
る
必
要
は
な
い
と
し
た（（（
（

。
そ
し
て
、
ブ
ラ

ジ
ル
政
府
の
主
張
す
る
よ
う
に
除
外
措
置
が
二
〇
条
に
よ
っ
て

正
当
化
さ
れ
る
か
ど
う
か
に
関
し
て
、
パ
ネ
ル
は
、
次
の
よ
う

に
述
べ
て
い
る
。
輸
入
量
へ
の
当
該
措
置
の
影
響
が
ブ
ラ
ジ
ル

の
輸
入
禁
止
措
置
の
目
的
達
成
を
著
し
く
損
な
う
程
度
の
も
の

で
は
な
い
こ
と
か
ら
、
二
〇
条
柱
書
の
消
極
的
要
件
で
あ
る
恣

意
的
又
は
不
当
な
差
別
に
は
該
当
せ
ず
、
し
た
が
っ
て
同
条
に

よ
っ
て
正
当
化
さ
れ
る
と（（（
（

。

　

他
方
、
上
級
委
員
会
は
、
二
〇
条
柱
書
の
恣
意
的
又
は
不
当

な
差
別
の
認
定
基
準
が
「
差
別
の
効
果
」（
輸
入
量
の
変
化
）
で

は
な
く
「
差
別
の
理
由
又
は
根
拠
」
に
あ
り
、
輸
入
量
へ
の
影

響
は
差
別
の
不
当
性
を
判
断
す
る
際
の
関
連
要
素
の
一
つ
に
過

ぎ
な
い
と
し
た
。
そ
し
て
、
同
委
員
会
は
、
差
別
の
理
由
・
根

拠
と
措
置
の
目
的
と
の
間
に
「
合
理
的
関
係
」
が
存
在
す
る
か

ど
う
か
を
検
討
し
、
差
別
の
理
由
・
根
拠
と
さ
れ
る
メ
ル
コ

ス
ー
ル
仲
裁
裁
判
所
の
判
決
理
由
（
メ
ル
コ
ス
ー
ル
決
定
第
二

二
号
違
反
）
と
輸
入
禁
止
措
置
の
目
的
（
環
境
保
護
と
公
衆
衛

生
）
の
間
に
合
理
的
関
係
は
認
め
ら
れ
な
い
と
結
論
付
け
た（（（
（

。

そ
の
結
果
、
メ
ル
コ
ス
ー
ル
除
外
は
二
〇
条
柱
書
の
恣
意
的
又

は
不
当
な
差
別
に
該
当
す
る
と
認
定
さ
れ
、
こ
の
点
に
関
す
る

パ
ネ
ル
の
判
断
は
取
り
消
さ
れ
て
い
る
。

②
メ
キ
シ
コ
清
涼
飲
料
事
件

　

メ
キ
シ
コ
は
、
二
〇
〇
二
年
に
税
法
を
改
正
し
、
サ
ト
ウ
キ

ビ
以
外
の
も
の
を
甘
味
料
に
使
用
す
る
清
涼
飲
料
の
輸
入
に
対

し
て
二
〇
％
の
従
価
税
と
流
通
税
を
課
す
こ
と
に
し
た
。
米
国

は
、
こ
の
課
税
措
置
が
甜
菜
と
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
を
甘
味
料
に
使

用
す
る
輸
入
清
涼
飲
料
に
対
し
て
、
サ
ト
ウ
キ
ビ
を
甘
味
料
に

使
用
す
る
メ
キ
シ
コ
国
内
の
同
種
又
は
直
接
競
争
産
品
よ
り
も

不
利
な
待
遇
を
許
与
す
る
こ
と
に
な
り
、
ガ
ッ
ト
三
条
二
項
・

四
項
（
内
国
民
待
遇
）
に
違
反
す
る
旨
を
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
紛
争
解
決

機
関
に
申
立
て
た
。

　

先
ず
、
メ
キ
シ
コ
は
、
本
件
が
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
で
係
争
中
の

「
よ
り
広
範
囲
の
甘
味
料
貿
易
紛
争
」（
Ｗ
Ｔ
Ｏ
プ
ラ
ス
）
に
関

連
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
仲
裁
パ
ネ
ル
の
み
が

「
紛
争
全
体
に
取
り
組
む
」
こ
と
の
で
き
る
フ
ォ
ー
ラ
ム
で
あ

る
と
主
張
し
た
。
も
っ
と
も
、
同
国
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
パ
ネ
ル
が
本

件
の
管
轄
権
を
有
す
る
こ
と
自
体
は
認
め
て
お
り
、
そ
の
上
で
、

Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
仲
裁
パ
ネ
ル
の
た
め
に
Ｗ
Ｔ
Ｏ
パ
ネ
ル
が
管
轄
権

の
行
使
を
自
制
す
る
（decline

）
よ
う
に
求
め
た
の
で
あ
る（（（
（

。

　

こ
の
問
題
に
関
し
て
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
パ
ネ
ル
は
、「
Ｄ
Ｓ
Ｕ
（
紛

争
解
決
了
解
）
の
下
で
は
、
パ
ネ
ル
は
、
適
切
に
付
託
さ
れ
た
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事
案
に
つ
い
て
管
轄
権
を
行
使
す
る
か
ど
う
か
を
決
定
す
る
裁

量
権
を
有
し
な
い
」
と
判
示
し
た（（（
（

。
そ
の
主
要
な
理
由
は
、
Ｗ

Ｔ
Ｏ
紛
争
解
決
制
度
の
目
的
が
特
定
事
件
の
争
点
の
解
決
と
紛

争
の
積
極
的
解
決
の
確
保
に
あ
る
こ
と
（
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
鮭

事
件
の
上
級
委
員
会
）、
Ｄ
Ｓ
Ｕ
一
一
条
が
付
託
問
題
の
客
観
的

評
価
を
行
う
義
務
を
パ
ネ
ル
に
課
し
て
い
る
こ
と
、
さ
ら
に
同

二
三
条
が
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
紛
争
解
決
制
度
に
付
託
す
る
権
利
を
加
盟

国
に
保
障
し
て
い
る
こ
と
の
三
点
に
あ
っ
た
。

　

次
に
、
メ
キ
シ
コ
は
、
課
税
措
置
が
ガ
ッ
ト
の
三
条
二
項
・

四
項
に
違
反
す
る
と
し
て
も
、
そ
れ
が
二
〇
条
（
ｄ
）
の
「
法

令
の
遵
守
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
」
に
該
当
す
る
こ

と
か
ら
、
同
条
に
よ
っ
て
正
当
化
さ
れ
る
と
抗
弁
し
た
。
し
か

し
、
パ
ネ
ル
は
、「
法
令
」（law

 and regulation
）
の
用
語
に

Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
よ
う
な
条
約
が
含
ま
れ
な
い
こ
と
及
び
国
内
で

は
条
約
の
「
遵
守
を
確
保
す
る
」
確
実
性
が
十
分
に
担
保
さ
れ

て
い
な
い
こ
と
を
理
由
と
し
て
、
問
題
の
措
置
が
二
〇
条

（
ｄ
）
に
は
含
ま
れ
な
い
と
判
示
し
た（（（
（

。

　

控
訴
審
で
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
パ
ネ
ル
の
管
轄
権
と
二
〇
条
に
よ
る

正
当
化
の
可
能
性
が
再
度
争
点
に
な
っ
た
。
先
ず
、
前
者
の
問

題
に
関
し
て
、
上
級
委
員
会
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
パ
ネ
ル
が
「
裁
判
機

能
に
固
有
の
権
限
」
と
し
て
付
託
事
件
に
関
す
る
管
轄
権
の
有

無
と
そ
の
範
囲
を
決
定
す
る
権
限
を
有
す
る
こ
と
を
認
め
つ
つ

も
、
そ
の
裁
量
権
が
Ｄ
Ｓ
Ｕ
の
認
め
る
範
囲
内
で
の
み
許
容
さ

れ
る
こ
と
を
強
調
し
た（（（
（

。
そ
し
て
、
Ｄ
Ｓ
Ｕ
の
規
定
が
、
付
託

問
題
の
検
討
と
客
観
的
な
評
価
及
び
認
定
を
行
う
こ
と
を
パ
ネ

ル
に
義
務
付
け
る
（
七
条
一
項
・
二
項
、
一
一
条
）
一
方
、
加
盟

国
に
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
パ
ネ
ル
の
裁
定
を
受
け
る
権
利
を
保
障
し
て
い

る
（
二
三
条
一
項
、
三
条
三
項
）
こ
と
か
ら
、
上
級
委
員
会
は
、

「
Ｗ
Ｔ
Ｏ
パ
ネ
ル
が
管
轄
権
を
行
使
す
る
か
ど
う
か
を
自
由
に

選
択
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
」
と
し
た
原
審
の
結
論
を
支
持
し

て
い
る
。

　

次
に
、
後
者
の
問
題
に
関
し
て
、
上
級
委
員
会
は
、
二
〇
条

（
ｄ
）
に
お
け
る
遵
守
の
「
確
実
性
」
が
措
置
の
「
必
要
性
」

の
要
件
か
ら
派
生
し
た
独
立
の
要
件
で
は
な
く
、
必
要
性
を
判

断
す
る
際
の
関
連
要
素
の
一
つ
に
過
ぎ
な
い
こ
と
を
指
摘
し
た（（（
（

。

た
だ
し
、
同
委
員
会
は
、「
法
令
」
に
は
Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
よ
う

な
条
約
が
含
ま
れ
な
い
と
す
る
原
審
の
解
釈
に
つ
い
て
は
首
肯

し
、
メ
キ
シ
コ
の
課
税
措
置
が
二
〇
条
（
ｄ
）
の
措
置
に
該
当

し
な
い
と
し
た
パ
ネ
ル
の
結
論
自
体
は
支
持
し
て
い
る
。

　

六 　

Ｗ
Ｔ
Ｏ
と
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
統
合
に
向
け
て

　

上
記
の
事
例
を
瞥
見
す
る
と
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
パ
ネ
ル
と
上
級
委
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員
会
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
協
定
の
手
続
的
・
実
体
的
優
位
性
に
基
づ
い

て
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
管
轄
権
行
使
と
Ｒ
Ｔ
Ａ
に
基
づ
く
貿
易
制
限
措

置
の
違
法
性
を
一
方
的
に
宣
告
し
て
い
る
が
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
Ｗ
Ｔ

Ｏ
適
合
性
を
確
保
す
る
た
め
に
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
関
連
規
則
の
明
確

化
が
不
可
欠
で
あ
る
。
他
方
で
、
そ
の
実
現
可
能
性
が
低
い
こ

と
や
Ｗ
Ｔ
Ｏ
関
連
規
則
の
厳
格
化
が
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
利
点
を
減
殺
し

て
し
ま
う
恐
れ
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
を
「
多
角
化
」
す

る
こ
と
に
よ
っ
て
Ｗ
Ｔ
Ｏ
と
の
「
統
合
」
を
図
ろ
う
と
す
る
ア

イ
デ
ア
も
登
場
し
て
い
る（（（
（

。

　

１　

Ｗ
Ｔ
Ｏ
規
則
の
明
確
化

　

Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
パ
ネ
ル
と
Ｒ
Ｔ
Ａ
委
員
会
が
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
適
合
性
を

厳
密
に
審
査
す
る
た
め
に
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
関
連
規
則
取
り
分
け

ガ
ッ
ト
二
四
条
の
規
定
を
明
確
化
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
は
、

上
記
のLeutw

iler 

レ
ポ
ー
ト
が
指
摘
し
た
点
で
あ
り
、
ト
ル

コ
繊
維
事
件
の
パ
ネ
ル
や
Ｒ
Ｔ
Ａ
委
員
会
の
一
九
九
八
年
報
告

書
（
（（
（

に
お
い
て
も
繰
り
返
し
強
調
さ
れ
て
い
る
。
そ
し
て
、
二
〇

〇
一
年
の
第
四
回
Ｗ
Ｔ
Ｏ
閣
僚
会
議
（
ド
ー
ハ
）
で
は
、「
現

行
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
協
定
に
基
づ
い
て
Ｒ
Ｔ
Ａ
に
適
用
さ
れ
る
規
則
及

び
手
続
を
明
確
化
し
改
善
す
る
こ
と
を
目
指
し
た
交
渉
」
を
進

め
る
こ
と
が
合
意
さ
れ
た（（（
（

。

　

Ｒ
Ｔ
Ａ
の
適
合
性
判
断
が
困
難
な
理
由
の
一
つ
に
は
、
Ｒ
Ｔ

Ａ
締
約
国
の
提
供
す
る
情
報
の
不
十
分
さ
も
あ
っ
た
。
そ
こ
で
、

手
続
面
に
お
け
る
改
善
と
し
て
、
二
〇
〇
六
年
一
二
月
一
四
日

に
、
一
般
理
事
会
が
「
Ｒ
Ｔ
Ａ
に
関
す
る
透
明
性
メ
カ
ニ
ズ

ム
」
と
題
す
る
決
定
を
行
っ
て
い
る（（（
（

。
こ
れ
に
よ
り
、
Ｒ
Ｔ
Ａ

批
准
時
の
条
約
文
と
日
程
の
通
報
だ
け
で
な
く
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
締

結
交
渉
参
加
時
の
早
期
通
報
と
条
文
変
更
時
の
通
報
も
必
要
と

さ
れ
た
。
当
該
決
定
で
注
目
さ
れ
る
の
は
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
透
明
性

の
向
上
に
と
ど
ま
ら
ず
、
通
報
か
ら
一
年
以
内
に
締
約
国
団
が

Ｒ
Ｔ
Ａ
を
「
考
慮
」
す
る
こ
と
を
求
め
て
い
る
点
で
あ
る
。
従

来
の
「
検
討
」（exam

ination

）
か
ら
「
考
慮
」（consider

ation

）
へ
の
変
更
は
発
展
途
上
国
グ
ル
ー
プ
の
要
求
に
よ
る
も

の
で
あ
る
が
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
委
員
会
の
チ
ェ
ッ
ク
機
能
を
形
式
的
に

も
低
下
さ
せ
る
ニ
ュ
ア
ン
ス
が
含
ま
れ
て
い
る（（（
（

。

　

次
に
、
実
体
面
の
改
善
に
関
し
て
は
、
二
四
条
に
お
け
る

「
実
質
上
の
す
べ
て
の
貿
易
」
や
「
そ
の
他
の
制
限
的
通
商
規

則
」
な
ど
の
文
言
の
意
味
を
明
確
化
す
る
た
め
に
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
委

員
会
が
「
Ｒ
Ｔ
Ａ
に
関
す
る
『
系
統
的
』
問
題
の
概
要
」
と
題

す
る
報
告
書
（
二
〇
〇
〇
年
）
を
提
出
し
て
い
る（（（
（

。
た
だ
し
、

そ
の
内
容
は
、
こ
れ
ら
の
文
言
を
巡
る
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
判
例
と
加
盟

国
の
見
解
の
対
立
を
整
理
し
た
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。
既
に
大
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半
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
国
が
Ｒ
Ｔ
Ａ
を
締
結
し
て
い
る
現
状
に
お
い

て
は
、
今
後
、
二
四
条
要
件
の
厳
格
化
の
可
能
性
を
伴
う
文
言

の
明
確
化
作
業
が
大
き
く
進
展
す
る
よ
う
に
は
思
え
な
い
。

　

か
か
る
情
況
を
踏
ま
え
て
提
案
さ
れ
て
い
る
方
法
が
、
い
わ

ゆ
る
ソ
フ
ト
・
ロ
ー
・
ア
プ
ロ
ー
チ
で
あ
る（（（
（

。
こ
れ
は
、
一
般

理
事
会
の
前
記
決
定
を
通
じ
て
透
明
性
の
向
上
と
情
報
の
共
有

化
を
図
り
、
そ
れ
を
基
礎
に
し
て
加
盟
国
の
行
動
指
針
と
も
言

う
べ
き
グ
ッ
ド
・
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
の
コ
ー
ド
を
作
成
す
る
と
い

う
も
の
で
あ
る
。
そ
の
実
例
と
し
て
は
、
貿
易
の
技
術
的
障
害

に
関
す
る
協
定
（
Ｔ
Ｂ
Ｔ
協
定
）
に
附
属
す
る
「
規
格
の
準
備
、

採
択
及
び
適
用
の
た
め
の
グ
ッ
ド
・
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
・
コ
ー

ド
」
が
挙
げ
ら
れ
る
。
当
該
コ
ー
ド
は
、
全
加
盟
国
を
拘
束
す

る
も
の
で
は
な
く
、
各
加
盟
国
に
よ
る
選
択
が
可
能
で
あ
り
、

Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
紛
争
解
決
手
続
に
服
す
る
こ
と
も
な
い
。
た
だ
、
こ

の
ソ
フ
ト
・
ロ
ー
・
ア
プ
ロ
ー
チ
に
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
規
則
に
関
す

る
規
範
性
の
閾
の
「
相
対
化
」
と
、
そ
れ
に
伴
う
Ｗ
Ｔ
Ｏ
規
則

の
規
範
的
脆
弱
化
と
い
う
固
有
の
リ
ス
ク
が
内
在
し
て
い
る
。

　

２　

地
域
主
義
の
多
角
化

　

Ｗ
Ｔ
Ｏ
規
則
の
明
確
化
に
よ
っ
て
Ｒ
Ｔ
Ａ
に
対
す
る
Ｗ
Ｔ
Ｏ

の
規
律
を
徹
底
す
る
と
い
う
方
法
は
、
国
際
貿
易
法
の
統
一
性

を
確
保
す
る
と
い
う
点
で
は
優
れ
て
い
る
が
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
規
則
の

改
正
や
解
釈
了
解
の
採
択
に
は
実
際
上
コ
ン
セ
ン
サ
ス
が
必
要

と
さ
れ
る
た
め
、
そ
の
実
現
可
能
性
に
は
疑
問
符
が
付
く
。
ま

た
、
仮
に
そ
れ
が
可
能
で
あ
る
と
し
て
も
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
に
関
す
る

Ｗ
Ｔ
Ｏ
規
則
が
過
度
に
厳
格
化
さ
れ
た
場
合
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
補
完

性
（
Ｗ
Ｔ
Ｏ
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
の
隘
路
を
打
開
す
る
手
段
）
や
Ｗ
Ｔ

Ｏ
の
非
対
象
分
野
を
自
由
化
す
る
革
新
性
（
国
際
貿
易
法
の
対

象
範
囲
の
拡
大
）
と
い
っ
た
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
利
点
を
減
殺
し
て
し
ま

う
恐
れ
が
あ
る
。
そ
こ
で
、
近
年
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
利
点
を
活
か
し

つ
つ
Ｗ
Ｔ
Ｏ
と
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
緊
張
関
係
を
緩
和
す
る
方
策
と
し
て
、

Ｒ
Ｔ
Ａ
を
多
角
化
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
Ｗ
Ｔ
Ｏ
と
の
統
合
を
促

す
、
い
わ
ゆ
る
「
地
域
主
義
の
多
角
化
」（m

ultilateralizing 
regionalism

）
の
ア
イ
デ
ア
が
注
目
を
集
め
て
い
る（（（
（

。
た
だ
、

実
際
の
提
案
に
含
ま
れ
る
具
体
的
な
内
容
は
さ
ま
ざ
ま
で
あ
り
、

こ
こ
で
は
、
そ
の
内
の
二
つ
の
提
案
を
紹
介
・
分
析
す
る
。

①
情
報
技
術
協
定
（
Ｉ
Ｔ
Ａ
）
モ
デ
ル

　

ウ
ル
グ
ア
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
で
は
、
日
本
、
Ｅ
Ｕ
、
カ
ナ
ダ
及

び
米
国
の
提
出
し
た
Ｉ
Ｔ
製
品
の
貿
易
自
由
化
案
が
積
み
残
し

と
な
っ
た
。
し
か
し
、
一
九
九
六
年
の
第
一
回
Ｗ
Ｔ
Ｏ
閣
僚
会

議
に
お
い
て
、
一
四
の
国
・
関
税
地
域
（
Ｅ
Ｃ
、
台
湾
及
び
香

港
）
が
「
Ｉ
Ｔ
製
品
貿
易
に
関
す
る
閣
僚
宣
言
」
に
署
名
し
、
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そ
の
附
属
書
に
掲
げ
る
Ｉ
Ｔ
製
品
の
関
税
を
二
〇
〇
〇
年
ま
で

に
撤
廃
す
る
こ
と
で
合
意
し
た（（（
（

。
こ
の
宣
言
が
、
一
般
に
「
情

報
技
術
協
定
」（Inform

ation T
echnology A

greem
ent, IT

A

）

と
呼
ば
れ
る
も
の
で
あ
る
が
、
正
確
に
言
え
ば
協
定
で
は
な
く
、

単
な
る
「
合
意
」
に
過
ぎ
な
い
。
し
か
も
、
そ
れ
は
、
通
常
の

コ
ン
セ
ン
サ
ス
方
式
で
採
択
さ
れ
た
も
の
で
は
な
く
、
一
部
の

国
・
関
税
地
域
が
署
名
し
た
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。

　

こ
れ
ら
の
点
に
加
え
て
、
Ｉ
Ｔ
Ａ
に
は
四
つ
の
新
機
軸
が
見

ら
れ
る
。
そ
の
第
一
は
、
合
意
の
実
施
に
「
ク
リ
テ
ィ
カ
ル
・

マ
ス
」（critical m

ass

）
の
達
成
を
要
件
と
し
た
点
で
あ
る
。

Ｉ
Ｔ
製
品
の
世
界
貿
易
に
占
め
る
当
初
の
署
名
国
・
関
税
地
域

の
そ
れ
は
八
三
％
で
あ
っ
た
が
、
合
意
の
実
効
性
を
担
保
す
る

た
め
に
、
そ
れ
が
「
約
九
〇
％
」
に
ま
で
到
達
す
る
こ
と
を
実

施
の
条
件
と
し
た
（
宣
言
の
附
属
書
四
項
）。
こ
の
閾
値
が
、
ク

リ
テ
ィ
カ
ル
・
マ
ス
と
呼
ば
れ
る
も
の
で
あ
る
。
第
二
に
、
宣

言
自
体
は
法
的
拘
束
力
を
有
し
て
お
ら
ず
、
署
名
国
・
関
税
地

域
が
ガ
ッ
ト
二
条
に
定
め
る
自
己
の
譲
許
表
を
修
正
す
る
こ
と

に
よ
っ
て
初
め
て
法
的
拘
束
力
が
発
生
す
る
（
宣
言
二
項
）。

第
三
に
、
譲
許
表
に
基
づ
く
各
締
約
国
の
譲
許
に
は
Ｍ
Ｆ
Ｎ
原

則
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
Ｉ
Ｔ
Ａ
に
よ
る
Ｉ
Ｔ
製
品
の
関

税
撤
廃
の
効
果
は
、
署
名
国
・
関
税
地
域
に
と
ど
ま
ら
ず
、
全

て
の
ガ
ッ
ト
加
盟
国
に
均
霑
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
最
後
は
、

宣
言
の
実
施
を
巡
る
紛
争
が
、
ソ
フ
ト
・
ロ
ー
の
場
合
と
異
な

り
、
ガ
ッ
ト
二
三
条
の
手
続
に
服
す
る
と
い
う
点
で
あ
る
（
附

属
書
六
項
）。
た
だ
し
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
パ
ネ
ル
に
お
い
て
実
際
に
問

題
と
な
る
の
は
、
日
本
等
の
申
立
て
に
よ
る
Ｅ
Ｃ
の
Ｉ
Ｔ
機
器

事
件
の
よ
う
に
、
Ｉ
Ｔ
Ａ
そ
れ
自
体
の
違
反
で
は
な
く
、
ガ
ッ

ト
二
条
の
義
務
に
違
反
し
た
か
ど
う
か
で
あ
る（（（
（

。

　

Ｉ
Ｔ
Ａ
は
、
い
わ
ゆ
る
分
野
別
協
定
（sectoral agree

m
ents

）
の
一
つ
で
あ
り
、
そ
の
点
で
は
Ｒ
Ｔ
Ａ
と
異
な
っ
て

い
る
。
し
か
し
、
そ
れ
が
最
も
成
功
し
た
部
分
的
協
定
で
あ
る

こ
と
か
ら
、
右
記
の
ユ
ニ
ー
ク
な
特
徴
を
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
多
角
化
に

取
り
入
れ
よ
う
と
す
る
動
き
が
見
ら
れ
る（（（
（

。
例
え
ば
、
ロ
ー

（P. Low

）
は
、
加
盟
国
の
増
加
と
規
制
対
象
の
拡
大
に
伴
っ

て
コ
ン
セ
ン
サ
ス
を
得
る
こ
と
が
次
第
に
困
難
と
な
っ
て
い
る

Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
現
況
に
鑑
み
、
そ
の
意
思
決
定
を
コ
ン
セ
ン
サ
ス
方

式
か
ら
ク
リ
テ
ィ
カ
ル
・
マ
ス
方
式
に
改
め
る
よ
う
、
提
案
し

て
い
る（（（
（

。
確
か
に
、
後
者
の
方
式
に
よ
れ
ば
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
委
員
会

の
「
考
慮
」
結
果
に
基
づ
く
理
事
会
の
勧
告
も
か
な
り
容
易
に

行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
。
し
か
し
、
加
盟
国
の
「
十

分
に
大
き
な
部
分
的
集
合
」（
ク
リ
テ
ィ
カ
ル
・
マ
ス
）
の
具
体

的
閾
値
の
設
定
と
い
う
固
有
の
難
題
を
解
決
す
る
以
前
に
、
旧
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ガ
ッ
ト
時
代
か
ら
続
く
コ
ン
セ
ン
サ
ス
方
式
か
ら
の
離
脱
に
は

相
当
の
困
難
を
伴
う
で
あ
ろ
う
。

　

ま
た
、
ポ
ウ
ェ
リ
ン
（J. Pauw

elyn

）
は
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
に
お
け

る
Ｍ
Ｆ
Ｎ
条
項
の
挿
入
を
提
案
し
て
い
る（（（
（

。
例
え
ば
、
チ
リ
・

米
国
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
一
〇
条
三
項
は
、「
い
ず
れ
の
当
事
国
も
、
同

様
の
状
況
に
お
い
て
非
当
事
国
の
投
資
家
に
許
与
す
る
待
遇
よ

り
不
利
で
な
い
待
遇
を
他
方
の
当
事
国
に
許
与
す
る
」
旨
を
定

め
て
い
る
。
か
よ
う
な
Ｍ
Ｆ
Ｎ
条
項
が
全
て
の
Ｒ
Ｔ
Ａ
に
取
り

入
れ
ら
れ
る
と
、
現
在
の
錯
綜
し
た
Ｒ
Ｔ
Ａ
間
の
関
係
が
「
劇

的
に
単
純
化
さ
れ
る
」
可
能
性
が
あ
る（（（
（

。
し
か
し
な
が
ら
、
彼

自
身
も
認
め
る
よ
う
に
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
締
約
国
は
、
Ｍ
Ｆ
Ｎ
条
項
の

挿
入
に
よ
っ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
個
別
事
情
と
相
互
主
義
に
基
づ

い
て
譲
許
す
る
特
恵
マ
ー
ジ
ン
を
、
以
前
に
締
結
し
た
他
の
Ｒ

Ｔ
Ａ
の
締
約
国
に
ま
で
遡
及
さ
せ
る
形
で
多
角
化
す
る
こ
と
に

は
消
極
的
で
あ
ろ
う
。

②
相
互
の
尊
重
と
調
整

　

ポ
ウ
ェ
リ
ン
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
優
位
性
に
基
づ
い
た
Ｒ
Ｔ
Ａ
問

題
の
一
方
的
な
解
決
よ
り
も
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
と
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
「
相
互
の

承
認
と
尊
重
」
に
よ
っ
て
両
者
の
調
整
を
図
る
、
プ
ラ
グ
マ

テ
ィ
ッ
ク
な
解
決
方
法
を
提
案
し
て
い
る（（（
（

。

　

先
ず
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
側
か
ら
の
調
整
の
試
み
と
し
て
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ

パ
ネ
ル
が
両
紛
争
当
事
国
の
締
結
し
た
Ｒ
Ｔ
Ａ
を
参
照
し
つ
つ
、

Ｗ
Ｔ
Ｏ
規
則
を
解
釈
・
適
用
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
た
だ
、

パ
ネ
ル
と
上
級
委
員
会
は
、
実
際
上
、
そ
の
適
用
法
を
、
Ｗ
Ｔ

Ｏ
協
定
、「
解
釈
に
関
す
る
国
際
法
上
の
慣
習
的
規
則
」（
Ｄ
Ｓ

Ｕ
三
条
二
項
）
並
び
に
Ｗ
Ｔ
Ｏ
協
定
の
解
釈
適
用
に
必
要
な
手

続
的
性
質
の
規
則
（
比
例
原
則
等
）
に
限
定
し
て
お
り
、「
条
約

に
反
し
な
い
国
際
法
」（
国
連
海
洋
法
条
約
二
九
三
条
）
や
「
法

の
一
般
原
則
」（
国
際
刑
事
裁
判
所
規
程
二
一
条
）
を
適
用
す
る

こ
と
に
は
極
め
て
慎
重
で
あ
る
。

　

た
だ
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
パ
ネ
ル
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
協
定
以
外
の
条
約
を
直

接
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
て
も
、「
当
事
国
の
間
に
お
い

て
適
用
さ
れ
る
国
際
法
の
関
連
規
則
」
を
Ｗ
Ｔ
Ｏ
協
定
の
解
釈

基
準
と
し
て
参
照
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
（
ウ
ィ
ー
ン
条
約

法
条
約
の
三
一
条
三
項
（
ｃ
））。
し
か
し
、
Ｅ
Ｃ
バ
イ
テ
ク
事

件
の
パ
ネ
ル
は
、
こ
の
「
当
事
国
」
の
範
囲
を
、
紛
争
当
事
国

で
は
な
く
「
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
全
て
の
加
盟
国
」
と
厳
格
に
捉
え
て
い

る
。
こ
う
し
た
認
識
に
立
つ
と
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
パ
ネ
ル
が
解
釈
基
準

と
し
て
他
の
条
約
を
参
照
す
る
た
め
に
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
全
加
盟

国
が
当
該
条
約
の
当
事
国
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い（（（
（

。
か
よ
う
に

Ｗ
Ｔ
Ｏ
レ
ジ
ー
ム
の
排
他
性
は
極
め
て
強
く
、
ウ
ィ
ー
ン
条
約

法
条
約
三
一
条
三
項
（
ｃ
）
に
基
づ
く
「
系
統
的
統
合
」
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（system
ic integration

）
は
、
実
際
上
、
ほ
と
ん
ど
不
可
能
な

情
況
に
あ
る（（（
（

。

　

次
に
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
側
か
ら
の
多
角
化
の
試
み
と
し
て
は
、
先
に

紹
介
し
た
Ｒ
Ｔ
Ａ
へ
の
Ｍ
Ｆ
Ｎ
条
項
の
挿
入
に
加
え
て
、
次
の

二
つ
の
方
法
が
提
案
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
一
つ
は
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
の

規
定
内
容
が
Ｗ
Ｔ
Ｏ
と
実
質
的
に
同
一
で
あ
る
（
例
え
ば
、
内

国
民
待
遇
）
場
合
に
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
が
そ
の
紛
争
解
決
を
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の

規
則
と
手
続
に
委
ね
る
と
い
う
方
法
で
あ
る（（（
（

。
例
え
ば
、
Ｅ

Ｃ
・
チ
リ
間
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
、
そ
の
義
務
内
容
が
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
そ
れ

と
同
一
で
あ
る
場
合
、「
Ｗ
Ｔ
Ｏ
協
定
の
関
連
の
規
則
及
び
手

続
」
に
よ
る
こ
と
を
認
め
て
い
る
（
一
八
九
条
四
項
（
ｃ
））。

も
う
一
つ
は
、
特
定
の
事
項
に
関
し
て
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
が
Ｗ
Ｔ
Ｏ
パ

ネ
ル
へ
の
紛
争
付
託
を
義
務
付
け
る
と
い
う
方
法
で
あ
る
。
そ

の
実
例
と
し
て
は
、
衛
生
植
物
検
疫
（
Ｓ
Ｐ
Ｓ
）
措
置
と
ア
ン

チ
・
ダ
ン
ピ
ン
グ
に
関
す
る
紛
争
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
付
託
を
義
務
付
け

た
、
韓
国
・
米
国
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
八
条
四
項
と
一
〇
・
七
条
二
項
が

あ
る
。

　

七　

お
わ
り
に

　

多
角
的
な
Ｍ
Ｆ
Ｎ
を
基
軸
と
し
た
ガ
ッ
ト
・
Ｗ
Ｔ
Ｏ
体
制
の

下
で
、
差
別
的
な
相
互
特
恵
を
定
め
る
Ｒ
Ｔ
Ａ
は
、
一
定
の
要

件
を
具
備
す
る
場
合
に
の
み
認
め
ら
れ
る
特
別
な
「
例
外
」
と

し
て
位
置
付
け
ら
れ
て
き
た
。
た
だ
、
旧
ガ
ッ
ト
時
代
に
は
、

Ｒ
Ｔ
Ａ
の
ガ
ッ
ト
適
合
性
を
検
討
す
る
た
め
の
作
業
部
会
や
特

別
委
員
会
が
設
置
さ
れ
た
も
の
の
、
適
合
性
に
関
す
る
明
確
な

結
論
が
出
さ
れ
た
の
は
特
殊
な
事
例
の
一
件
（
チ
ェ
コ
と
ス
ロ

バ
キ
ア
の
Ｃ
Ｕ
）
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。
ガ
ッ
ト
適
合
性
の
判

断
が
困
難
な
理
由
と
し
て
は
、
二
四
条
の
文
言
の
曖
昧
さ
、
Ｒ

Ｔ
Ａ
に
関
す
る
情
報
提
供
の
不
十
分
さ
、
さ
ら
に
は
ガ
ッ
ト
全

加
盟
国
の
コ
ン
セ
ン
サ
ス
に
よ
る
適
合
性
の
判
断
と
勧
告
が
考

え
ら
れ
た（（（
（

。

　

一
九
九
六
年
に
設
置
さ
れ
た
Ｒ
Ｔ
Ａ
委
員
会
が
Ｗ
Ｔ
Ｏ
適
合

性
に
関
し
て
明
確
な
結
論
を
出
し
た
こ
と
は
、
こ
れ
ま
で
に
一

度
も
な
い
。
モ
ン
ゴ
ル
と
モ
ー
リ
タ
ニ
ア
を
除
く
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
全

加
盟
国
が
Ｒ
Ｔ
Ａ
を
締
結
し
て
い
る
現
況
に
お
い
て
、
Ｒ
Ｔ
Ａ

委
員
会
と
Ｗ
Ｔ
Ｏ
パ
ネ
ル
が
Ｒ
Ｔ
Ａ
自
体
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
不
適
合
を

明
確
に
宣
告
す
る
可
能
性
は
、
ほ
と
ん
ど
皆
無
と
言
っ
て
よ
い

で
あ
ろ
う
。
し
た
が
っ
て
、
現
在
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
が
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
適
合

性
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
実
際
的
方
法
と
し
て
は
、
加
盟
国
の
申
立

て
に
基
づ
い
て
Ｗ
Ｔ
Ｏ
パ
ネ
ル
が
Ｒ
Ｔ
Ａ
に
由
来
す
る
具
体
的

な
貿
易
制
限
措
置
の
適
合
性
を
個
別
に
審
査
す
る
方
法
に
限
ら

れ
て
い
る
。
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本
稿
の
事
例
研
究
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
パ
ネ

ル
と
上
級
委
員
会
は
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
紛
争
解
決
手
続
に
対
し
て
既

判
力
（res judica

）
や
司
法
礼
譲
（com

ity

）
を
認
め
る
こ
と

な
し
に
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
手
続
と
規
則
に
基
づ
い
て
Ｒ
Ｔ
Ａ
に
由
来

す
る
貿
易
制
限
措
置
の
違
法
性
を
宣
告
し
て
い
る
。
し
か
し
、

か
よ
う
な
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
手
続
的
・
実
体
的
優
位
性
に
基
づ
い
た
一

方
的
な
判
断
で
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
補
完
生
や
国
際
貿
易
法
の
対
象

範
囲
の
拡
大
と
い
っ
た
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
利
点
を
減
殺
し
て
し
ま
う
恐

れ
が
あ
る
。

　

そ
こ
で
、
近
年
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
利
点
を
活
か
し
つ
つ
国
際
貿
易

法
の
規
則
と
手
続
の
フ
ラ
グ
メ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
を
緩
和
す
る
方

策
と
し
て
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
を
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
補
完
と
し
て
位
置
付
け
、
そ

の
多
角
化
を
通
じ
て
Ｗ
Ｔ
Ｏ
と
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
統
合
を
図
る
、「
地

域
主
義
の
多
角
化
」
と
い
う
ア
イ
デ
ア
が
注
目
を
集
め
て
い
る
。

こ
う
し
た
考
え
方
は
、
当
面
の
現
実
的
な
解
決
策
と
し
て
評
価

で
き
る
も
の
の
、
実
際
の
提
案
に
含
ま
れ
る
具
体
的
内
容
は
さ

ま
ざ
ま
で
あ
り
、
本
稿
で
紹
介
し
た
い
ず
れ
の
方
法
も
決
定
的

な
解
決
策
と
は
言
い
難
い
も
の
で
あ
っ
た
。

（
1
）　

包
括
的
経
済
連
携
に
関
す
る
閣
僚
委
員
会
の
「
包
括
的

経
済
連
携
に
関
す
る
基
本
方
針
」（
二
〇
一
〇
年
一
一
月
六

日
）
で
は
、
日
本
の
「
政
治
・
経
済
・
安
全
保
障
上
の
最
重

要
地
域
」
で
あ
る
ア
ジ
ア
太
平
洋
自
由
貿
易
圏
（
Ｆ
Ｔ
Ａ
Ａ

Ｐ
）
構
想
の
実
現
に
向
け
た
道
程
の
中
で
唯
一
交
渉
が
開
始

さ
れ
て
い
る
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
に
関
し
て
、「
情
報
収
集
を
進
め
な

が
ら
対
応
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
、
国
内
の
環
境
整
備
を
早

急
に
進
め
る
と
と
も
に
、
関
係
国
と
の
協
議
を
開
始
す
る
」

と
記
さ
れ
て
い
る
。

（
2
）　W

T
O

, T
he W

T
O

 and preferential trade agree
m

ents: F
rom

 co-existence to coherence, W
orld 

T
rade R

eport 2011, p.44.

（
3
）　

日
本
政
府
は
、
従
来
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
中
心
主
義
の
立
場
か
ら
、

Ｒ
Ｔ
Ａ
に
関
し
て
は
二
〇
〇
二
年
に
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
と
の
間

で
経
済
連
携
協
定
を
締
結
す
る
に
と
ど
ま
っ
て
い
た
。
し
か

し
、
そ
の
後
、
日
本
政
府
は
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
外
交
上
・
経
済
上

の
メ
リ
ッ
ト
を
認
識
し
、
特
に
経
済
的
・
政
治
的
関
係
の
深

い
東
ア
ジ
ア
諸
国
を
中
心
と
し
た
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
積
極
的
締
結
を

提
言
し
た
外
務
省
経
済
局
「
日
本
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
戦
略
」（
二
〇
〇

三
年
）
や
、
日
本
の
経
済
的
（
構
造
改
革
の
推
進
）・
外
交
的

（
東
ア
ジ
ア
共
同
体
の
構
築
）
な
利
益
に
資
す
る
Ｒ
Ｔ
Ａ
の
早

期
締
結
に
向
け
て
「
政
府
一
体
と
な
っ
て
全
力
を
傾
注
す
る
」
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決
意
を
明
ら
か
に
し
た
経
済
連
携
促
進
関
係
閣
僚
会
議
の

「
今
後
の
経
済
連
携
協
定
の
推
進
に
つ
い
て
の
基
本
方
針
」

（
二
〇
〇
四
年
一
二
月
）
を
契
機
と
し
て
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
締
結
に
前

向
き
に
取
り
組
む
よ
う
に
な
っ
た
。
二
〇
一
二
年
の
時
点
で
、

日
本
は
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
を
含
む
一
三
の
国
・
地
域
（
メ
キ

シ
コ
、
マ
レ
ー
シ
ア
、
チ
リ
、
タ
イ
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
ブ

ル
ネ
イ
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
ス
イ
ス
、
ベ
ト
ナ

ム
、
イ
ン
ド
、
ペ
ル
ー
）
と
の
間
で
Ｒ
Ｔ
Ａ
を
締
結
し
て
い

る
。

（
4
）　

前
掲
「
日
本
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
戦
略
」。

（
5
）　Richard E. Baldw

in, M
ultilateralising Regionalism

: 
Spaghetti Bow

ls as Building Blocs on the Path to 
G

lobal F
ree T

rade,T
he W

orld E
conm

y, 2006, 
pp.1466-1471. 

（
6
）　

前
掲
「
日
本
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
戦
略
」。

（
7
）　

二
〇
一
一
年
の
「
世
界
貿
易
報
告
書
」
は
、
Ｒ
Ｔ
Ａ
を
、

発
展
水
準
（
先
進
国
間
、
発
展
途
上
国
間
、
先
進
国
・
発
展

途
上
国
間
）、
地
理
的
範
囲
（
地
域
内
と
地
域
間
）、
そ
の
規

模
（
二
国
間
、
多
数
国
間
、
地
域
間
）、
統
合
程
度
（
Ｃ
Ｕ
と

Ｆ
Ｔ
Ａ
、
対
象
範
囲
の
広
さ
）
の
四
基
準
に
従
っ
て
分
類
し

て
い
る
。W

orld T
rade R

eport 2011, pp.54-63.

（
8
）　D

ecision of 28 N
ovem

ber 1979, L/4903.

（
9
）　
「
今
後
の
経
済
連
携
協
定
の
推
進
に
つ
い
て
の
基
本
方

針
」
で
は
、
経
済
連
携
の
在
り
方
と
し
て
Ｆ
Ｔ
Ａ
が
最
適
か

ど
う
か
を
検
討
す
る
と
記
さ
れ
て
い
た
が
、「
包
括
的
経
済
連

携
に
関
す
る
基
本
方
針
」
に
お
い
て
は
、
現
在
の
日
本
が
、

一
方
で
新
興
国
の
経
済
的
躍
進
と
日
本
経
済
の
凋
落
と
い
う

「
構
造
的
な
変
化
」、
他
方
で
Ｗ
Ｔ
Ｏ
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
の
行
き

詰
ま
り
と
主
要
貿
易
国
間
の
Ｒ
Ｔ
Ａ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
拡
大

と
い
う
「
歴
史
の
分
水
嶺
」
に
直
面
し
て
い
る
と
い
う
認
識

に
立
っ
て
、
強
い
経
済
を
実
現
す
る
た
め
に
単
な
る
Ｆ
Ｔ
Ａ

よ
り
も
「
高
い
レ
ベ
ル
の
経
済
連
携
」
に
よ
っ
て
「
国
を
開

く
」
必
要
が
あ
る
こ
と
が
強
調
さ
れ
て
い
る
。

（
10
）　W

orld T
rade R

eport 2011, p.51.

（
11
）　Final A

ct of T
he U

nited N
ations Conference on 

T
rade and Em

ploym
ent.

ガ
ッ
ト
の
二
四
条
で
は
、
ハ
バ

ナ
憲
章
の
四
四
条
に
は
な
か
っ
た
、
一
、
二
、
三
、
六
、
一

一
及
び
一
二
項
が
追
加
さ
れ
て
い
る
。

（
12
）　T

urkey-Restrictions on Im
ports of T

extiles and 
C

lothing Products (hereinafter T
urkey-T

extiles 
Case), W

T
/D

S34/R, para. 2. 2.
（
13
）　Ibid., footnote 312 and para. 9. 132.

（
14
）　Report subm
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